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はじめに
（1）行政評価の動向
　行政評価の取り組みが全国の自治体に広がりを見せ始めてから数年が経
過している。日経産業消費研究所の調査によれば、全国の市の約85％が何
らの形で行政評価に取り組んでいる1。三菱総合研究所の調査をみると、
昨年度は検討段階の市区が大勢を占めていたが、本年度は本格導入に向け
試行中の市区が急速に増えている2。行政評価に取り組む自治体の多くは、
まず事務事業評価に着手し、それから施策評価などへ展開している3。
　こうした中、筆者自身も、本年度に入り小山市、栃木市、足利市などい
くつかの自治体で、行政評価システムの導入を実際に指導・助言する機会
を得ている。小山市役所では、昨年度、「小山市行政評価推進本部」を設
置し、「小山市行政評価システム研究会」が調査研究を行ってきた。本年
度は昨年度の研究成果をふまえて事務事業評価の試行を実施している4。
また、栃木市役所では、昨年度、「栃木市行政管理研究会」が自主研究と
して進めていたが、本年度は正式に「栃木市行政評価システム検討会議」
を設置し、「同検討部会」での検討を経て、事務事業評価の試行にこぎつ
けている5。足利市役所でも、昨年度は事務事業評価勉強会や研修会を開
催したが、本年度は「足利市行政評価推進本部」を設置し、「庁内行政評
価推進研究会」で準備を進めている6。
（2）実務上の課題
　行政評価に対する取り組みの広がりとあいまって、行政評価の解説書が
数多く出版されている7。行政評価の結果報告もインターネット上で広く
公表されている8。行政評価に関する情報は、数年前に比べて飛躍的に増
大したといえよう。
　にもかかわらず、実務担当者からは、相変わらず行政評価に対する不安
や悩みが尽きないようである。行政評価システムを導入するに際しても、
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基本的な考え方や具体的な進め方は、どのように決定していけばよいのか。
また、事務事業評価を実施するにあたっても、成果の捉え方や指標の置き
方は、どこまで要求できるのか。円滑な導入を実現するためには、机上の
議論だけではなく、庁内の事情や職員の負荷などを勘案しながら、現実に
即した対応が求められるからである。ところが、こうした行政評価の検討
過程や作業方法、判断基準というのは、必ずしも一般的な解説書や成果物
からだけでは詳らかにならない。
（3）本稿の目的
　そこで本稿では、自治体における事務事業評価の実際を解説する。本稿
が明らかにする内容は次の諸点である。①どのような考え方に基づき行政
評価システムを設計していくのか、②どのような方法により事務事業評価
を実施していくのか、③どのような視点から評価結果を分析すればよいの
か、④本格的な導入に向けてどのような課題を検討するのか、そして⑤そ
れぞれの作業において実効性を高めるためにどのような留意が必要なのか。
本稿で示す提案は、筆者が行政コンサルタントとして関与した複数の事例
で実証した結果に基づくものであり、現実的かつ具体的な内容となってい
るはずである。
1．事務事業評価の基本設計
　事務事業評価を実施するにあたっては、事務事業評価を含め、どのよう
な行政評価システムを構築するのかを設計しなければならない。具体的に
は、以下に示すような行政評価システムの基本計画を作成することになる。
（1）理想の行財政運営
　自治体の行財政運営は、従来、手続を偏重するあまり意思決定が停滞し
がちであったり、横並び意識で行政運営が画一的であったり、成熟社会の
もとで職員の意識や組織が硬直化するといった問題を抱えていた。しかし
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今後は、財政が逼迫する中で効率的な資源配分が不可欠となり、地方分権
に伴い戦略的な都市経営瓜社会の変動期にあって革新的な政策立案がいっ
そう求められることになる。
　今日の自治体は、手続的・画一的・固定的な行政運営から効率的・戦略
的・革新的な行政経営へ変革することが求められているのであり、この効
率的・戦略的・革新的な行政経営こそが、目指すべき理想の姿である。
（2）行政評価システムの導入目的
　効率的・戦略的・革新的な行財政運営を実現するためには、すべての職
員が仕事に対して常にコストや成果を意識しなければならない。また、市
民の二一ズに対して常に応えていかなければならない。
　行政評価システムを導入する目的は、職員一人ひとりの仕事に対する価
値意識を高めること、市民に対する説明責任を果たすことにある。
　仕事に対する価値意識を高めるためには、行政評価システムがコストや
成果を把握できるものでなければならない。また、市民に対する説明責任
を果たすためには、システム自体が市民にもわかりやすくなければならな
い。
（3）行政評価システムの設計指針
　行政評価システムを設計するにあたっては、職員の仕事に対する価値意
識を高めるべく、職員が事務事業ごとにコストや成果を把握できる仕組み
にすること、市民に納得してもらえる仕組みにすることが求められる。
　こうした要請にかんがみ、行政評価システムは、事務事業レベルを対象
とする事務事業評価と、施策レベルを対象とする施策評価から構成するも
のとし、以下の機能を付与する。
　事務事業評価では、仕事ごとのコストや成果を把握する指標を設定し、
事務事業の効率性や有効性を中心に評価するものとし、職員の仕事に対す
る価値意識を養うことをより重視する。具体的には、事務事業ごとに事業
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費、活動指標、成果指標を測定し、その進捗度、達成度、必要性・妥当性、
効率性、有効性を評価して、執行方法の改善、事務事業の整理統合、行政
資源の重点配分などを行う。
　施策評価では、市民にわかりやすい目標を設定し、目的や手段の合理性、
施策の達成度を中心に評価するものとし、市民に対する説明責任を果たす
ことをより重視とする。具体的には、中期的な施策とそれを構成する具体
的な単位施策を、政策目的に応じて体系的に整理するとともに、市民との
協働により、達成目標を設定して、課題の分析や施策の優先順位付け、新
規施策の掘り起こしなどを行う（図表1）。
図表1　行政評価システムの基本設計
　現実の行財政運営　　　　　　　　　　理想の行財政運営　　　　　　　　　　　窺蒙糠膝繋鑓手続的・画一的・固定的　　　　　　　効率的・戦略的・革新的
仕事に対する
　価値意識
　駆　　・醗1
市民に対する
　説明責任
熱欝
コストや成果を
　把握できる
市民に納得して
　もらえる
　　　　　　　　　　　軌行政評価システム 醜
事務事業評価 施策評価
実施計画の事務事業ごと 対象 総合計画の施策ごと
事業費、活動指標、
　成果指標を測定 測定
施策を体系的に整理
　達成目標を設定
　効率性や有効性、
進捗度を中心に評価 評価
目的や手段の合理性、
達成度を中心に評価
　執行方法の改善、
事務事業の整理統合、
行政資源の重点配分
改善
　　課題の分析、
施策の優先順位付け、
新規施策の掘り起こし
担当部署が個別的に評価 内部 全庁組織で横断的に評価
市民に評価結果を公表 外部 市民が評価に参画
（資料）筆者作成
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（4）行政評価システムの運営指針
　行政評価システムを運営するにあたっては、実効性、正当性、実現性を
確保しなければならない。
　①実効性
　実効性に関しては、まず、PD　CAサイクルに対応させ、行政活動の評
価が改善活動に直結する仕組みとする。また、行政評価の結果が基本計画・
実施計画や予算編成などに反映される仕組みとする。
　②正当性
　正当性に関しては、まず、庁内でも数次の評価を実施し、複数の担当部
署が異なる視点から評価する仕組みとする。また、全庁的に実施し、多く
の職員が主体的に評価作業に関与できる仕組みとする。さらに、評価結果
を各種媒体を利用して市民に向けて幅広く公表するとともに、市民からの
意見をきめ細やかに反映させる仕組みとする。
　③実現性
　実現性に関しては、作業負荷を軽減するために、計画管理や予算編成な
ど既存の手続と十分に調整し、資料や工程の重複、繁忙期を回避する。ま
た、既存の事務事業や直接的な事務事業など評価しやすい対象を選定する。
（5）事務事業評価の測定指標
　測定指標は、行政活動の業績を客観的な数値データとして表すものであ
り、投入指標、活動指標、成果指標などがある。
　①投入指標
　投入指標は、行政活動に費やされる事業費、人件費、作業時間など（イ
ンプット）で表される尺度である。各事務事業における事業費と、当該事
務事業に従事する職員の数に職員1人当たりの年間給与平均額を乗じて換
算した人件費の総額で表すものとする。
　②活動指標
　活動指標は、具体的な行政活動の回数、頻度、量など（アウトプット）
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を表す尺度である。事務事業ごとに異なり、投入指標のように一律に設定
できるものではないことから、事務事業の内容や手段を十分に見極め、事
務事業ごとに設定するものとする。
　③成果指標
　成果指標は、行政活動がその対象に与えた変化（アウトカム）を示す尺
度である。活動指標と同様、事務事業ごとに異なることから、事務事業の
目的や意図を十分に見極め、事務事業ごとに設定するものとする。
（6）事務事業評価の評価基準
　評価基準は、行政活動の改善の方向性を判断する際の捉え方であり、意
思決定の基礎資料となるものである。妥当性、効率性、有効性などがあり、
通常それ自体は客観的な数値データで表すものではない。
　①進捗度
　当初の計画に対して、実際にどれだけの活動を行ったかを判断する基準
であり、活動指標の計画値と実績値をもとに判断する。
　②達成度
　当初の目標に対して、実際にどれだけの成果を得たのかを判断する基準
であり、成果指標の目標値と実績値をもとに判断する。
　③必要性・妥当性
　目的や手段の妥当性などを判断する基準であり、事業実施の必要性、実
施主体や対象、手段、意図それぞれの妥当性について判断する。
　④効率性
　事業費や人件費などの投入に対して、どれだけの活動を行ったかを判断
する基準であり、コスト改善の余地や適切な受益者負担について判断する。
　⑤有効性
　行政活動の量に対して、どれだけの成果を得たかを判断する基準であり、
当該事務事業の目的である施策への貢献度、類似事業との統廃合の余地、
成果向上の余地について判断する。
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（7）事務事業評価の改善の方向性
　改善の方向性には、拡大、現状維持、縮小、休止・廃止、統合・変更な
どがある。
　①拡大
　事業内容・事業量が大きく増加する場合をいう。
　②現状維持
　特段の改善・見直しを行わない場合又は、事業目的に影響を与えない範
囲内で一部変更する場合をいう。
　③縮小
　事業内容・事業量が大きく減少する場合をいう。
　④休止・廃止
　成果の達成、手段の代替、対象の消滅等により、事務事業を取り止める
場合、事務事業が終了する場合をいう。
　⑤統合・変更
　休止・廃止にあたり類似事業に統合する場合又は、事業内容・事業量に
大きな変更がない範囲で、執行方法等の改善を行う場合をいう。
（8）事務事業評価の事業の優先度
　施策上の位置付け、実施計画の策定方針、予算の編成方針等に照らして、
他の事務事業に比し、早期に実施すべきか否か（時期的優先度）、重点的
に資源を配分すべきか否か（規模的優先度）などの評価を行う。
（9）事務事業評価の対象事業
　全庁的に事務事業評価を実施するものとする。実施計画に計上を予定す
る継続事務事業の中から各部署ごとに一定の対象を選定し、実施計画計上
予定事業がない場合は、主管する事務事業（予算事業）の中から任意に対
象を選定する。
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（10）事務事業評価の実施体制
　担当部署による第1次評価、企画財政部による第2次評価、行政評価推
進本部による第3次評価を行う。
　①第1次評価（担当部課評価）
　担当課長の責任の下、部署内での十分な協議に基づき，担当係員が評価
表を作成し、担当部長の承認を得るものとする。
　②第2次評価（企画財政部評価）
　企画調整課企画調整員、財政課主計員等が担当部署の評価表の内容を施
策横断的見地から検討し、改善の方向性等に意見案を作成する。企画調整
課長、財政課長等が協議に基づき判定し、企画財政部長の承認を得るもの
とする。
　③第3次評価（本部評価）
　行政評価推進本部において合議により評価表の内容を政治的判断も含め
て最終的に確認するものとする。
　行政評価システムの基本計画を策定するにあたっては、いかに一貫した
考え方に基づき設計するかが重要となる。行政評価システムの導入目的に
は、行財政運営の効率化、政策形成能力の向上、説明責任の確保、住民満
足度の向上、職員の意識改革などいくつかの目的があげられる。多くの自
治体はこれらの目的を単に羅列しているので、設計の方針も定まらないし、
導入の成果も認識できなくなる。施策評価と事務事業評価の一体化、予算
や計画との有機的連携も決して実現できない。
2、事務事業評価の実施要領
　事務事業評価を実施するにあたっては、行政評価システムの基本計画に
基づき、具体的な事務事業評価の実施要領をまとめなければならない。具
体的には、以下に示すような評価シートや記入マニュアルを作成すること
になる9。
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（1）事務事業評価の記入様式
　記入様式は、図表2のとおり、事業活動表（Doシート）、事業評価表
（Checkシート）、事業改善表（Actionシート）、事業計画表（Planシート）
の4つの様式からなっている。これは、作成者にPD　CAサイクルを意識
付けるように工夫したものであり、また、行政改革の担当課は事業改善表
だけを確認するとか、新規の事務事業の場合は事業計画表だけを作成する
など、目的に応じて使い分けられるようにしている。
（2）事務事業評価の留意点
　評価にあたっては、評価の位置付け、視点や対象に対する基本的な考え
方を明示しておく必要がある。
　①評価の位置付け
　記入自体が自己目的化しないように注意すること。事務事業を見直すこ
とが本来の狙いで、評価表の記入はそのための単なる基礎作業にすぎない。
また、問題意識を高めるよう、よく考え話し合いながら記入すること。い
くら立派な評価表でも書き写したものでは意味がない。そして、評価表は
絶えず見直すこと。新しい試みは初めから完壁にはいかない。試行錯誤を
繰り返しながら、理解を深めノウハウを身に付けていくものである。
　②評価の視点
　行政の視点ではなく市民の視点から判断すること。何をどれだけ実施し
たかではなく、実施した結果どういう成果が得られたかを考える。また、
評価が甘くならないように注意すること。担当者による自己点検という形
をとるが、「お手盛り」かどうかは評価の中身しだいである。そして、表
現はわかりやすくすること。結果の公表を前提としている。誰にでもわか
る表現で、難しい表現や曖昧な表現は避ける。
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毒業の罵牲
①事業名 ②事業コード
③事業の性質 □自治事務　　　□法定受託事務
④事業開始年度
⑤根拠法令
⑥担当部課名 部名 課名
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⑧総合計画上の
位置付け
部
章
節
施策名
□戦略プロジェクト　ロ重点プロジェクト
関連事業名
⑨会計区分・予
算費目
会計区分 ロー般□特別（　　　　）
予算費目名
事業活動表（POシート）
?????????????????
①事業の背
景・環境
②事業の対象
（雅のために、誰・何を
対象に）
③事業の手段
（どういう方法で）
④活動指標
指標名 算定方法
ア
イ
ウ
⑤事業の意図
（成果目標）
（対象をどういう状態に
したいのか〉
⑥成果指標
指標名 算定方法
工
オ
??????????????????
?????
年度・単位 平成12年度 平成13年度 平成14年度実績 実績 計画 実績見込
国・県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円
一般財源 千円
事業費 千円
人件費
従事職員数 人役
千円
総事業費 千円
市民一人当たりの負担額 円
単位 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値見込
⑧活動指標
ア
イ
ウ 最終目標値
⑨成果指標 工オ
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図表2事務事業評価の記入様式　◎
平成15年度　事務事業評価調書（1）
○○○×××△△△事業 OOO部×××課
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平成15年度　事務事業評価調書（2）
◎
†尼馬　　十’ヌ，　孚1男弔　　　　1閏
壌業評飯表（C農3c　kシート〉
継続事業の場合は実績の事後評価、新規事業の場合は見込の事前評価
　［
進1
捗ゆ活動指標の計
1画対実績
駅
口計画より早い
説明□計画どおり
□計画より遅い
　！達l
　I
ロ目標を達成済み
説明??②成果指標の段標対実績 □目標をほぼ達成
□目標を達成していない
????????????????????③事業の必要性
ロ実施の必要あり
理由
ロ実施の必要なし
④実施主体の妥
当性
ロ国・県が実施すべき
理由□民間が実施すべき
口市が実施すべき
⑤対象の妥当性
□変更の余地あり
理由
□妥当である
⑥手段の妥当性
口変更の余地あり
理由
□妥当である
⑦意図の妥当性
□変更の余地あり
理由
口妥当である
⑧組織・人事の妥
当性
□変更の余地あり
理由
□妥当である
?????⑨総コスト改善
の余地
□改善の余地あり
理由
□改善の余地なし
⑩受益者負担の
適正化
ロ負担の余地あり
理由
［コ負担の余地なし
?????????
⑪上位施策への
貢献度
□貢献度高い
理由
□貢献度低い
⑫類似事業との
統廃合
ロ類似事業と統合可
理由ロ類似事業と統合不可
ロ類似事業なし
⑬成果向上の余
地
ロ向上の余地あり
理由
ロ向上の余地なし
○○○×××△△△事業 ○○○部×××課
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平成15年度事務事業評価調書（3）
④
事業敗盤表1｛Ac驚ぎ’G級シート〉
???????????????????????????????①実施主体の改善
□あり
□なし
内容
効果
②対象の改
善
□あり
□なし
内容
効果
③事業の手
段の改善
□あり
□なし
内容
効果
④事業の意
図の改善
□あり
□なし
内容
効果
⑤組織・人
事の改善
□あり
□なし
内容
効果
????????????????⑥第1次評?（
担当部課）
口拡大
説明
□現状維持
□縮小
ロ休止・廃止
□統合・変更
⑦第2次評?（
企画財政
部）
□拡大
説明
□現状維持
□縮小
□休止・廃止
□統合・変更
⑧第3次評?（
推進本部）
□拡大
説明
□現状維持
□縮小
□休止・廃止
□統合・変更
○○○×××△△△事業 ○○○部×××課
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事務事業評価調書（4）平成15年度「「　　　　　　又　　　　　　　　　　　　　　　　　日
憲謎簸義聯葉胤犠シ轡ト〉
?????????????????????
①事業の背
景・環境
②事業の対象
（誰のために、誰何を
対象に）
③事業の手段
（どういう方法で）
16年度 17年度
④活動指標
指標名 算定方法
ア
イ
ウ
⑤事業の意図
（成果目標〉
（対象をどういう状態に
したいのか）
⑥成果指標
指標名 算定方法
工
オ
??????????????????年度・単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度計画 計画 計画
?????
国・県支出金 千円
地方債 千円
その他 千円
一般財源 千円
事業費 千円
従事職員数 人役
人件費 千円
総事業費 千円
市民一人当たりの負担額 円
単位 目標値 目標値 目標値 最終目標値
⑧活動指標
ア
イ
ウ
⑨成果指標 工オ
??????? 意　　　　　　　見　　　　　　　欄
⑩第1次評?（
担当部課）
　幽□　局い
ロ普通
□低い
1　　　　　　‘
！価（企画財政 □高い□普通
□低い
先1⑬第3次評度瞳推進本部） 　由□　局いロ普通
□低い
○OO部×××課OOO×××△△△事業
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　③評価の対象
　1つの予算でも多くの事務事業からなる場合は、個々の事務事業ごとに、
内容を明らかにする。また、事務事業の名称と実際の活動が一致していな
い場合は、名称にとらわれずに、事務事業の役割や機能ごとに、内容を明
らかにする。
（3）事務事業評価の記入方法
〔事業の属性〕
　事業の属性には、事業名、事業コード、事業の性質、開始年度、根拠法
令、担当部課名、部長・課長名、総合計画上の位置付け、会計区分・予算
費目を記入する。
　①事業名、②事業コード
　事業名は、既存の名称が事業内容を的確に示していない場合は、必要に
応じて補正する。
　③事業の性質
　事業の性質は、法定受託事務か自治事務のいずれかを選択することにな
る。これは事務事業の改善の方向性を判断する際の基礎となる。裁量度の
低い法定受託事務の場合、休止・廃止はもとより、執行方法の変更にも制
約が大きいからである。
　④事業開始年度
　永年事業の場合は、事務事業が開始された年度を記入する必要はない。
これは事務事業の必要性を判断する際の基礎とする。開始年度が古い場合
は、すでに所期の目的を達成し事業継続の必要性が乏しかったり、社会情
勢の変化により目的や手段を変更する必要性が高いという可能性があるか
らである。
　⑤根拠法令
　事務事業の根拠となる法律、条例、規則、要綱、計画、指針などを記入
するが、根拠法令が上位から下位まで存在する場合は、実務上最も重要な
　　　　　　　　　　　　　　　一103一
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法令あるいは直近レベルの法令を記入することになる。これも事業の性質
と同様、事務事業の改善の方向性を判断する際の基礎となる。自治事務で
あっても条例等に基づく場合は、改廃に関して法令上の制約が強いからで
ある。
　⑥担当部課名、⑦部長名・課長名
　当該事務事業を担当する組織、管理者を明記する。これは照会を可能と
することで、記述不足を補完するほか、責任の所在を明確にすることで、
評価内容の品質を担保するためのものである。
　⑧総合計画上の位置付け・関連事業名
　総合計画の施策体系上の位置付けを確認する。同じ目的をもつ事業名も
併せて記入する。これは上位施策への貢献度、類似事業との統廃合を判断
する際の基礎となる。戦略的な施策、重点的な事務事業に位置付けられて
いる場合は、事業の優先度を判断する際の基礎ともなる。また、施策評価
における目的体系図の作成にも寄与することになる。
　⑨会計区分・予算費目名
　一般会計・特別会計の別、関連する予算費目を記入する。これは計画項
目と予算費目を突合せ、予算と連動させる際の基礎となる。
〔事業活動表〕
　事業活動表には、事業の背景・環境、事業の対象、事業の手段、活動指
標、事業の意図、成果指標を記入し、投入指標・活動指標・成果指標の推
移を記入する。
　①事業の背景・環境
　事務事業を始めたときの背景や、事務事業を取り巻く環境を記入する。
背景・環境とは、例えば、社会経済情勢の変化、法制度の改正、他の自治
体の施策の動向、民間企業、市民団体等の活動の動向、市民二一ズの変化
などを指す。
　②事業の対象
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　この事務事業は誰（何）を対象に実施するのか、具体的に特定して記入
する。対象とは、問題・二一ズを抱えている人、団体、資源などのことを
指す。複数の対象がある場合は、箇条書きですべて記入する。直接の対象
と最終的な対象が異なる場合は、区別して記入する。年齢制限、所得制限
等がある場合は、その内容を記入する。
　対象を設定する方法は、まず、その事務事業を止めたら（始めたら）、
誰が、なぜ、どのように困るのか（喜ぶのか）を考えてみることである。
例えば、子育て相談を止めたら乳幼児を持つ母親が困る、I　T講習会を始
めたらパソコンを習いたい市民が喜ぶというようにである。また、誰に働
きかけるのか、誰のために行うのか、誰（何）に対して行うのかを分けて
考えてみること。例えば、直接の対象は乳幼児を持つ家庭であるが、最終
的な対象は乳幼児であるとか、直接の対象は介護サービス事業者であるが、
最終的な対象は障害者であるというようにである。そして、対象を具体的
に捉えること。そうすることで問題・二一ズがいっそう明確になる。例え
ば、住民ではなく道路周辺の住民とすれば騒音という問題が明確になる。
高齢者ではなく虚弱な高齢者とすれば介護予防という二一ズが明確になる。
さらに、属性で絞り込むこと。法令等の要件、年齢、性別、所得、居住地、
地域、産業、介護度、関心等の有無など対象の属性で範囲を絞り込んでみ
る。例えば、市外からの通勤通学者、在宅の要介護高齢者、行政評価に関
心のない幹部と方法がわからない職員というようにである。
　③事業の手段
　実際にどのような活動を行ったのかを具体的に記入する。例えば啓発事
業では、パンフレットの配布、ポスターの掲示がこれにあたる。手段は活
動を表すので、「○○することにより」という表現になる。意図（状態）
と混同しないようにする。この手段は、活動指標として表すことになるの
で、曖昧な表現は避ける。複数の手段がある場合は、箇条書きですべて記
入する。補助金等の場合は、どのような活動に補助するかがわかるように、
その名称だけでなく、事業内容も記入する。
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　④活動指標
　実際にどれだけの活動を行ったのかを具体的な指標で表現する。活動指
標は、前項の「手段」を具体的な数値で表そうとするものである。先述の
啓発事業の例では、パンフレットの配布部数、ポスターの掲示枚数・箇所
数がこれにあたる。複数の手段があり、複数の指標が設定される場合は、
事務事業の意図、上位施策への影響などから判断して3つまでを設定し、
代表的なものから順に記入させる。「手段」に記入された活動内容と対応
しているか、「手段」の活動量を表す指標となっているか、投入した事業
費や人件費が活動指標になっていないかを確認する。
　⑤事業の意図
　この事務事業を行うことで、対象をどういう状態にしたいのかを具体的
に記入する。先述の啓発事業の例では、理解してもらうことがこれにあた
る。意図は状態を表すので、rOOの状態にする」という表現になる。市
民に説明することを念頭に、分かりやすく記入する。市民の二一ズに応え
る場合はどのような二一ズに応えるのかを明確にする。手段（活動）と混
同しないようにする。この意図は、成果指標として表すことになるので、
曖昧な表現は避ける。その事務事業だけでは達成できない状態（上位の施
策や政策の目的）を記入するなど、大きく捉えすぎないようにする。複数
の手段がある場合は、手段ごとに意図を記入する。意図にいくつかの段階
がある場合は、意図の段階を書き分ける。先述の啓発事業の例でも、理解
してもらう状態から実践してもらう状態、継続・普及してもらう状態まで
ある。
　不適切な意図の例としては、「活性化させる」「推進する」「図る」など
意味が不明確な表現、また、「最近の雇用情勢を踏まえ」「人口構造の変化
に伴い」という不必要な修飾語、「支援する」「育成する」など行政の視点
に立った表現があげられる。
　意図を設定する方法は、問題・二一ズが解決された状態とは何か、対象
の立場になって考えてみることである。例えば、道路改良の場合、円滑か
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つ安全に通行できることが意図であり、生活援助の場合、定職があり自立
して生活できることが意図である。
　⑥成果指標
　対象をどういう状態にしたいのかを具体的な指標で表現する。成果指標
は、前項の「意図」を具体的な数値で表そうとするものである。先述の啓
発事業の例では、受講者の理解度がこれにあたる。指標名を記入するほか、
選定理由や算定方法など、市民がわかるように説明を加える。複数の意図
があり、複数の指標が設定される場合は、事務事業の意図、上位施策への
影響などから判断して2つまでを設定し、代表的なものから順に記入させ
る。
　成果指標を設定する方法としては、意図した状態の人・量の、対象又は
受益者に占める割合を示す（例：水道普及率）、意図した状態の人・量を
示す（例：農地面積）、意図した状態にならなかった人・量を示す（例：
待機者数、事故数）などの方法があげられる。「意図」に記入された状態
と対応しているか、対象の状態を表す指標になっているか、活動量が成果
指標になっているか、「満足度」「活性化度」といった指標の場合は満足と
はどんな二一ズを充足したか、活性化とはどういう状態かを具体的に表し
ているか、事務事業だけでは達成できない成果指標（上位の施策や政策の
成果指標）になっていないか、割合で表現されている場合はその数式が書
かれているかを確認する。
　⑦投入指標（総事業費）の推移
　事業費は、財源内訳として国・県支出金、地方債、その他、一般財源の
別に記入する。また、経年変化として前々年度と前年度の決算額、本年度
の予算額と決算見込額を記入する。従事職員数は、各部署の事務分掌表を
参考に、その事務事業に係る人役（人数×時間割合）を記入する。人件費
は、従事職員数に、職員1人当たり年間平均人件費を乗じて得た額を記入
する。従事職員数や年間平均人件費はより厳密に算出することもできなく
はないが、手問がかかる割に結果は経験値とさほど異ならない。ここでは
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担当者がまず人件費をコストとして認識することに意義があると考え、概
算で足りるとする。総事業費は、事業費と人件費の合計額を記入する。市
民1人当り負担額は、総事業費を各年度の総人口で除して得た額を記入す
る。事業費が予算書、決算書から正しく転記されているか、人件費を算出
し忘れていないか、従事している人数や時間の割合は経験的に妥当といえ
るか、計算や単位は間違っていないかを確認する。
　⑧活動指標・⑨成果指標の推移
　活動指標及び成果指標は、前々年度と前年度の目標値と実績値、今年度
の目標値と見込値を記入する。成果指標は、最終的な目標値も合わせて記
入する。目標値は年度毎に設定し、努力すれば達成できる数値を記入する。
　目標を設定する方法の1つは、時系列データに基づき設定する方法であ
る。過去の実績値をもとに切りの良い目標水準や上昇率などを直接将来の
目標値に設定したり、将来値の推計を行ってから設定したり、一定のルー
ルを定めて設定する。2つ目は、外部に基準を求める方法である。全国・
県内の平均値や最も高い水準値、類似事業を行う民間企業の水準と比較す
る。3つ目は、内部に基準を求める方法である。市内で最も高い水準の地
域の現在値、市民のうち最も高い水準の属性区分（性別、年代等）の現在
値、指標自体が地域差・属性差を表す場合はその差を一定水準に縮小する
ことなどがあげられる。その他の方法として、項目間（指標間）で直接比
較できる場合は他の項目（指標）の水準とする、既に高い水準にある場合
は現状維持とする、他の計画の計画値、法令の設定基準などを勘酌すると
いう方法があげられる。達成不可能な目標値を用いていないか、容易に達
成可能な目標値を置いていないかを確認する。
〔事業評価表〕
　事業評価表には、進捗度として活動指標の計画対実績、達成度として成
果指標の目標対実績、必要性・妥当性として事業の必要性、実施主体・対
象・手段・意図・組織人事の妥当性、効率性として総コスト改善の余地、
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受益者負担の適正化、有効性として上位施策への貢献度、類似事業との統
廃合、成果向上の余地を記入する。
　①活動指標の計画対実績
　当初の計画に対して、実際にどれだけの活動を行ったかを判断する。今
年度の活動指標の目標値と見込値を比較することによって、進捗度を評価
する。計画より遅い場合は、なぜ遅れているのか納得できるように説明す
る。
　②成果指標の目標対実績
　当初の目標に対して、実際にどれだけの成果を得たのかを判断する。今
年度の成果指標の目標値と見込値を比較することによって、達成度を評価
する。目標を達成していない場合は、なぜ達成できないか納得できるよう
に説明する。
　③事業の必要性
　この事務事業を行う必要があるかを、事務事業に対する市民二一ズ、緊
急性、優先性の度合いなどを参考に判断する。社会情勢の変化に伴い市民
の二一ズが変化していないか、すでに一定の成果をあげて継続する必要性
が低下していないか、直ちに実施しなければならない緊急性はあるか、他
の事業より先に実施しなければならない優先性はあるかを検討する。
　④実施主体の妥当性
　乙の事務事業を市が実施すべきかを、民間との役割分担、国・県との関
係、公金投入の当否などを参考に判断する。関係法令等で市が行うことが
義務付けられているのか、広域的な取組みの中で国や県ではなく市が担う
べきなのか、民間等では行われておらず行政の関与が必要なのか、税金等
を投入することがふさわしいのか、市民・企業・行政の役割分担は明確か、
役割分担を見直す必要はないかを確認する。
　⑤対象の妥当性
　事務事業の対象が適切であるかどうかを、対象の広狭、事務事業の意図、
受益者などを基準に判断する。今の対象を別の対象に変える余地はないか、
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絞り込む余地はないか、拡大する余地はないかを検討する。
　⑥手段の妥当性
　事務事業の手段が適切であるかどうかを判断する。意図を達成するうえ
で最適の手段か、他に効率的・効果的な代替手段はないか、同じ目的を有
する他の手段と統合できないか、民間活力（企業、NPO、ボランティア、
P　F　Iなど）を活用できないか、定型的な業務・大量反復業務のため民間
に委託する方が効率的ではないか、高度な技術や専門的な知識が必要なた
め民間を活用する方が適当ではないかを検討する。
　⑦意図の妥当性
　上位の政策・施策の目的を達成するために、事務事業の意図を見直す必
要がないかどうか判断する。上位の政策・施策の目的の達成に結びつかな
い事務事業の場合は、意図そのものが妥当なのかを検討する。
　⑧組織・人事の妥当性
　事務事業の執行にあたり、組織体制・人事配置が適切であったかを判断
する。複数の部署が横断的に関与する場合は、関係する部署間で事業目的
を共有しているか、適正に役割を分担しているか、業務分担を見直すこと
でより少ない職員で事務事業を遂行できないか、簡略化できる業務プロセ
スはないか、所要時間を短縮しながら同じ成果を出せないかを検討する。
　⑨総コスト改善の余地
　活動量を低下せずに投入コストを削減できないか、投入コストを増加さ
せずに活動量を拡充できないかを判断する。重複する手段を統合して活動
量を増やせないか、より効率的に実施できる他の手段はないか、効果の割
に投入コストは大きくないか、対象を絞り込むことで投入コストを削減で
きないかを検討する。
　⑩受益者負担の適正化
　提供するサービスについて受益者に負担を求める余地があるかどうか、
また、現在負担を求めている場合、その増額や基準の見直しの可能性など
を判断する。使用料等の決め方は適正か、全体コストにおける負担の構成
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や割合は明確かを検討する。
　⑪上位施策への貢献度
　この事務事業が上位の施策・政策にどれだけ貢献しているのかを判断す
る。事務事業の意図は上位の施策・政策の実現につながるか、上位施策へ
の貢献度は今後高まる見込みがあるかを検討する。
　⑫類似事業との統廃合
　上位の施策・政策を実現する手段として類似の事務事業があるかを判断
する。上位施策の目的を達成するうえで他の事務事業では代替できない単
独の意図をもっているか、他の事務事業と統合するとどのような支障を生
じるかを検討する。
　⑬成果向上の余地
　成果を向上させる余地はないかを判断する。所期の目的や意図は達成し
ているか、成果は向上しており今後も向上する見込みがあるか、現在成果
は向上していないが数年間で向上する見込みがあるか、手段等の見直しに
より成果が向上する見込みがあるかを検討する。
〔事業改善表〕
　事業改善表には、次年度の改善等として実施主体、事業の対象・手段・
意図、組織・人事に関する改善事項、改善の方向性として担当部課・企画
財政部・推進本部それぞれの評価を記入する。
　①実施主体の改善
　実施主体を見直す場合どのように改善するのか、どのような効果が期待
されるかを具体的に記入する。例えば、団体事務局を自主運営化すること
により、官民の役割分担が明確になり、時間外手当等を節減できるという
ようにである。
　②対象の改善
　対象を見直す場合どのように改善するのか、どのような効果が期待され
るかを具体的に記入する。例えば、補助金の交付対象を企業からNP　O等
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に変更することにより、新規事業者が参入できるようになる、サービス利
用者を全高齢者から寝たきり高齢者に制限することにより、サービス提供
を重点化できる、対象地区を広域化することにより、地域間格差を是正で
きるというようにである。
　③事業の手段の改善
　事業の手段を見直す場合どのように改善するのか、どのような効果が期
待されるかを具体的に記入する。例えば、申請・届出手続等を簡略化する
ことにより、申請者の負担を軽減できる、会議運営を改善することにより
意思決定が迅速になる、施設管理業務を民間に委託することにより、職員
数や人件費を削減できる（委託費との差額）、文書を電子化したり事務処
理を電算化することにより、市民サービスが向上し事務処理が迅速になる
というようにである。
　④事業の意図の改善
　事業の意図を見直す場合どのように改善するのか、どのような効果が期
待されるかを具体的に記入する。例えば、啓発事業の意図をボランティア
活動の「理解」から「体験」に変更することにより、ボランティアの育成
に直結するようになるというようにである。
　⑤組織・人事の改善
　組織・人事を見直す場合どのように改善するのか、どのような効果が期
待されるかを具体的に記入する。例えば、施設を統廃合することにより、
管理運営費等を節減できる、組織を移管・再編することにより、関連事業
を一本化したり組織を大くくり化することにより、効率的・弾力的な対応
ができる、臨時・嘱託職員を活用することにより、職員を削減することが
できるというようにである。
　⑥第1次評価、⑦第2次評価、⑧第3次評価
　これまでの評価を総合的に判断し、改善の方向性として拡大、現状維持、
縮小、休止・廃止、統合・変更のいずれかを選択し、具体的な理由と予想
される効果を説明する。
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拡大とは、事業内容の拡充や事業費の増大、類似事業との統合などによ
り事業内容・事業量が大きく増加する場合をいう。現状維持とは、事務事
業を引き続き実施し、特段の改善・見直しを行わない場合、改善・見直し
を行うが事業内容・事業量に大きな変更がなく事業目的に影響を与えない
範囲内で一部変更する場合をいう。例えば、事務的経費を節減したり、講
座の開催回数を割愛するなどである。縮小とは、事業内容・事業量が大き
く減少する場合をいう。休止・廃止とは、事務事業を取り止める場合、事
務事業が終了する場合をいう。事業の意図や目標値が達成された場合（例
えば、目標が安定して達成できるようになった、計画の目標値が達成され
た、発生件数が一定の水準まで減少したなど）、他の団体から類似のサー
ビス提供がなされた場合（例えば、民間団体による類似事業の実施率が高
くなったなど）、事務事業の二一ズや対象がなくなった場合（例えば、施
設の利用者数が現在の半分に減った、参加者が固定化し普及啓発の効果が
なくなった、補助事業を希望する団体がなくなったなど）がこれにあたる。
統合とは、統合事務事業の休止・廃止にあたり類似事業に統合する場合を
いい、変更とは、事務事業を引き続き実施するが、事業内容・事業量に大
きな変更がない範囲で執行方法等の改善を行う場合をいう。
〔事業計画表〕
事業計画表では、事業の背景・環境、事業の対象、事業の手段、活動指
標、事業の意図、成果指標を記入し、投入指標・活動指標・成果指標の推
移、さらに、事業の優先度を記入する。
①事業実施の背景・環境から⑥⑦成果指標まで
　「事業活動表」の例にならうが、③事業の手段については、来年度以降
年度ごとに記入する。
⑦投入指標・⑧活動指標・⑨成果指標の推移
　同様にr事業活動表」の例にならうが、指標については、来年度以降年
度ごとの目標値を記入する。
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　⑩第1次評価、⑪第2次評価、⑫第3次評価
　事務事業の優先度は、部内の全実施計画計上予定事業を分母とし、概ね
3割を「高い」、4割を「普通」、3割を「低い」と割り振るものとする。
意見欄には、事業計画表のほか、事業優先度に対する意見又は所見を記入
する。
（4）事務事業評価の指標設定
　事務事業評価においては、適切な指標の設定が最も重要な作業である。
そこで、指標設定の意義、仕方、手順を再度確認しておく必要がある。
〔指標設定の意義〕
　行政評価は、行政自らが評価を行うため、いわゆるrお手盛り評価」に
ならないよう、客観性を確保することが必要となる。この客観性を確保す
るためには、事務事業の業績を的確に表現する指標を設定し、数量的に測
定することが有効である。また、こうした評価指標を設定し、数値化する
ことにより、評価に対する説得力や信頼性が増し、評価自体もわかりやす
くなる。
〔指標設定の仕方〕
　①活動指標の設定
　活動指標の設定については、投入指標と混同しないこと、事業の手段と
対応させることが大切である。活動指標は、事務事業における活動量や活
動実績（アウトプット）を表す。その事務事業において実際にどれだけの
活動を行ったのかを端的に示すようにし、実施のための事業費や人件費
（インプット）にならないように注意する。また、活動指標は、「事業の手
段」を具体的な数値で表したものである。「手段」に記入された活動内容
と対応するように注意しなければならない。
　②成果指標の設定
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　成果指標の設定については、活動指標と混同しないこと、事業の対象・
意図と対応させること、分かりやすく納得できるものにすること、計測で
きるものにすることが大切である。成果指標は、事務事業を通じて対象に
もたらされる成果（アウトカム）を表す。対象をどういう状態にしたいの
かを端的に示すようにし、活動指標（アウトプット）にならないように注
意しなければならない。また、成果指標は、事業の対象及び事業の意図を
具体的な数値で表したものである。対象や意図が曖昧だと、成果指標も的
確に設定できない。成果指標を設定する前に、事務事業の対象や意図が的
確かどうか確認する。設定した成果指標が不的確と思われるときは、対象
や意図を再検討することである。さらに、成果指標は、行政の立場ではな
く市民の立場にたつものである。市民にとってわかりやすく、納得できる
ものを設定しなければならない。それと、成果指標は、事業費や活動指標
と異なり、統計では把握できないためアンケート調査が必要になったり、
過去のデータが存在しないため経年で比較できないなど、必ずしもデータ
が揃うとは限らない。実際に計測できるかどうか確認しなければならない。
　③成果の波及
　行政活動の成果は段階的に波及するため、事務事業の成果と一口に言っ
ても、事務事業の実施によって即座に発現するr直接的な成果」から、一
定の時間を経てあるいは他の事務事業とあいまって発現するr最終的な成
果」まである。例えば、行政評価に関する職員研修を実施すると、まず行
政評価に対する理解が広がり（直接的な成果）、次第に行政活動における
成果意識が高まり（中間的な成果）、やがて効率的・効果的な行政運営が
実現できるようになる（最終的な成果）。事務事業評価では、実施寄りの
r直接的・中間的な成果」に焦点を当てる。なお、政策評価・施策評価で
は、より上位・高次の「最終的な成果」に焦点を当てることになる。
④指標の類型化
活動指標や成果指標は、行政活動の性質によってある程度、類型化する
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ことができる。指標を設定するときは、以下の図表3及び例を参考にして
みてもよい10。なお、（活）は活動指標、（成）は成果指標の略である。
図表3　性質別の指標例
性質別 活動指標（活） 成果指標（成）
広報・イベント 開催回数、参加者数 認知度、行動変化率
窓口・相談 処理件数、窓口設置か所数 処理時間、解決件数、解決率
助成 給付件数、助成額 被助成者の自立度
サービス提供 提供件数、提供日数 利用率、利用者満足度
指導・規制・許可 執行件数 改善度、遵守度
研究開発 研究着手件数 実用化件数
建設・整備 計画進捗度 効用度、事故発生率
施設管理・運営 開館日数 稼働率、利用者満足度
内部管理 改善活動数 費用削減額、収益増加額
（資料）各種資料をもとに筆者作成
　広報・イベントの例をあげると、①女性問題啓発誌発行事業は（活）啓
発誌発行部数・（成）女性問題に関する苦情件数、②選挙常時啓発事業は
（活）市民教養講座の延受講者数・（成）選挙の投票率、③博物館企画展
事業は（活）企画展開催数・（成）期間中の入館者数、④ボランティア啓
発研修事業は（活）講座開講数・（成）ボランティア協会等登録者数とな
る。
　窓口・相談の例としては、①情報公開推進事業は（活）情報公開請求受
付件数・（成）公開請求日から公開日までのリードタイム、②消防事業は
（活）消防対応平均人員・（成）平均火災鎮火時間・火災による焼失総面
積、③障害者就労相談事業は（活）就職相談可能時間数・（成）相談者数・
就職率、④住民基本台帳業務は（活）利用可能総時間数・（成）証明書発
行件数などがあげられる。
　助成の例としては、①高齢者社会参加・就業支援事業は（活）雇用促進
奨励金交付件数・（成）高齢者（65歳以上）の就職率、②地場製品開発推
進事業は（活）補助金を交付した企業の件数・（成）受賞製品の売上高拡
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大企業数、③コンポスト購入補助事業は（活）コンポスト設置世帯数・
（成）市民一人一日平均排出ゴミ量の減少率、④生活保護施行事務は（活）
生活保護対象ケース数・（成）自立率などがあげられる。
　サービス提供の例では、①コミュニティFM放送事業は（活）放送時間
数・（成）聴取率、②健康診査事業は（活）年間健康診査受診可能人数・
（成）受診率、③ホームヘルプサービス事業は（活）年間ホームヘルパー
派遣可能人×時間数・（成）ホームヘルプサービス利用時間数、④駅前広
場清掃事業は（活）清掃人・日数・（成）苦情数などとなる。
　指導・規制・許可の例では、①食品衛生監視指導事業は（活）監視対象
者数・（成）監視率・食中毒件数、②商業振興対策推進事業は（活）商業
振興指導件数・（成）商店街総売上高増加率、③不法投棄対策事業は（活）
不法投棄常習箇所のパトロール日数・（成）ゴミの不法投棄量、④青少年
非行防止推進事業は（活）補導回数・（成）少年犯罪発生率などがあげら
れる。
　研究開発の例ではないが、事業化という点で類似する企業誘致活動事業
を例に取ると、（活）すべての説明会出席企業数・（成）誘致事務所訪問
企業数＋誘致相談件数となる。
　建設・整備の例をあげると、①公園整備事業は（活）整備公園面積・
（成）公園利用者数、②公共下水道整備事業は（活）普及率・（成）海・
川の水質、③駅前道路拡幅事業は（活）拡幅延長キロ数・（成）駅前道路
区間渋滞時間、④学校パソコン普及事業は（活）パソコン設置数・（成）
学校のパソコン1台当たり生徒数などとなる。
　施設管理・運営では、例えば①図書館運営管理事業は（活）図書館開館
総時問数・蔵書数・（成）貸出回転率、②観光駐車場管理事業は（活）駐
車場営業日数・（成）駐車場稼働率、③市営住宅管理事業は（活）入居可
能数・（成）入居率、④クリーンセンター運営事業は（活）ごみ焼却可能
量・（成）ごみ焼却量／ごみ受入量などのようになる。
　内部管理の例では、行政文書管理事務は（活）管理資料の数・（成）平
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均文書検索時間のようになる。
〔指標設定の手順〕
　指標の設定は、まず目的を分解し、次に意図を抽出し、指標的な表現に
改め、さらに具体的に定義し、数式を設定するという手順をたどる。
　第1段階は、事務事業の目的を対象・手段・意図の3つの要素に分解す
る。「何（誰）を」「どのような方法で」「どのような状態にしたいのか」
を書き分ける。例えば、行政評価職員研修事業の場合は、職員を対象に
（対象）、研修を実施することにより　（手段）、行政評価を理解してもらう
（意図）というようになる。
　第2段階は、意図を具体的な動詞形で表現する。多義的・抽象的な表現
の場合は、具体的に特定できる表現に置き換える。例えば、r充実させる」
という表現は、規模を拡大させるのか、頻度・量を増加させるのか、水準
を向上させるのか、二一ズを充足するのか明確にする。
　第3段階は、抽出した意図を指標的に表現する。例えば、r理解（活躍）
してもらう」r活躍してもらう」は「○○理解度（活躍度）」に、「増加
（減少）させる」はrOO増加度（減少度）」に、「充足（維持）する」は
rOO充足度（維持度）」に、r迅速（正確）に」はrOO迅速度（正確度）」
にそれぞれ改める。
　指標的な表現が2つ以上ある場合、両者が層實かつ”の関係にあるならば掛
け算、両者が”または”の関係にあるならば足し算となる。すなわち、一方
の意図が達成されても、他方の意図が達成されなければ、意味がない場合
は、両方の指標を乗じる。例えば職員研修事業で、職員により多く参加し
てもらい、より深く理解してもらう場合、参加者が多くても、理解度が低
ければ、研修の意味がないので、「参加度×理解度」のように表すことに
なる。他方、いずれかの意図を達成すればよい場合は、両方の指標を足し
合わせる。例えば設備修繕事業で、故障を未然に防止するか、故障が発生
しても迅速に復旧させるという場合、故障を防止できれば、迅速な復旧も
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必要ないので、「故障の防止度＋復旧の迅速度」のように表すことになる。
　第4段階は、指標的表現を定義し、数値で説明できるようにする。「○
○度とは、どのような状態を指すのか」を定義する。一つの定義でも、複
数の説明の仕方があるので（数量、水準、比率など）、限定する必要があ
る。限定した説明について数式を用いて表現する。例えば「理解度」は、
理解している状態とは何かと考えると、疑問や質問が出なくなること、正
確に実践できること、修了試験で一定の成績を取ることなどいくつかの説
明の仕方がある。さらに、r修了試験で一定の成績を取ること」と定義し
ても、①合格者を増やすことと解すれば正答率7割以上者の数というよう
な数式、②平均点を上げることと解すれば総得点÷受講者数という数式、
③落第者を無くすことと解すれば正答率3割未満者の数というような数式
でそれぞれ表されることになる。
　第5段階は、設定した数式に適切な指標名を考え、指標式として完成さ
せる。
　事務事業評価の評価シート・記入マニュアルを作成するにあたっては、
いかに実用的な内容にするかが重要である。評価シートは凝りすぎず、記
入マニュアルはなるべく使いやすくする。評価項目を盛り込みすぎ、過重
な作業負担を強いた結果、頓挫している自治体も見受けられる。担当者が
いかに高度な経営管理手法を導入しようと意気込んでも、職員の理解が追
いつかなければ、期待するほどの成果は得られない。
3．事務事業評価の結果検証
　事務事業評価を本格的に実施するにあたっては、事務事業評価の評価シー
トや記入マニュアルに基づき、試行しなければならない。実際に試行して
みると、評価シートや記入マニュアルをいかに工夫しても、成果の捉え方
や指標の置き方について必ずしも正確に理解されていないことが判明する。
評価の妥当性を検証し、評価の質を向上させなければならない。以下に示
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す例は、ある自治体の試行結果11の一部に対して、事務局からの依頼を受
け、筆者が記入内容を診断したものである。
　今回の診断にあたっては、事業活動表の検証を優先している。事業活動
を適切に把握できなければ、それに続く事業の評価・改善・計画も適切に
検討できないからである。また、対案の提示にあたっては、①事業の構造
を明確にするため、冗長な記述を避け、事業の対象・手段・意図を簡潔か
つ明瞭に書き分けること、②説明を整合させるため、手段と活動指標、意
図と成果指標をそれぞれ対応させることを重視している（図表4）。なお、
提示した対案は、筆者の一見解にすぎず、あくまで検討の素材である。
図表4　評価結果の検証項目
事業活動表
事業目的の体
系性
r振興計画上の位置付け（施策名）」とr事業の目
的」が対応しているか。施策を実現するために、事
業を実施するという関係になっているか。
対象・手段・
意図の明確化
r対象」、r手段」、r意図」が明確に区別されている
か。誰・何をどのような方法でどのような状態にし
たいのかが書き分けられているか。
成果指標の適
正な設定
「事業の意図」と「成果指標」が対応しているか。
指標は達成したい状態をよく表しているか。また、
行政の立場ではなく市民の立場に立っているか。
人件費の把握 人件費を含む事業総コストが把握されているか。職員人役、人件費はきちんと記入されているか。
事業評価表 客観的な分析
評価結果に関する説明は十分かつ合理的であるか。
r妥当である」、r改善の余地なし」とする理由は納
得できるものか。
事業改善表 改善への認識・意欲
事業の改革・改善の認識・意欲が感じられるか。
r妥当である」、r改善の余地なし」との評価が多く
ないか。また、r改善の余地あり」と評価しながら、
「次年度の変更なし」としていないか。
事業計画表 評価から計画への反映
評価結果・改善案が計画に反映されているか。r現
状維持」との方向性が多くないか。
（資料）各種資料をもとに筆者作成
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（1）教育委員会その他
〔市民ポスト制度（秘書広報課）〕
　事業の目的は、「市政に関心をもつ市民に、市民ポストを設置し、意見
を提出してもらうことにより、市政に反映されるようにすること」と捉え
ることができる。その場合、活動指標は市民ポストの設置箇所数・提出意
見数、成果指標は対応済の割合となる。
　担当者の原案では、事業の意図が「市民生活上の問題点等を解決する」
となっている。市民の視点という意味では評価できるが、この事務事業だ
けで達成できるものではない。また、指標の算定方法にr済19件、一部済
23件」などと記載されているが、算定方法と実績値を混同している。
〔市政モニター制度（秘書広報課）〕
　事業の目的は、前項の市民ポスト制度と同様に、「市政に関心をもつ市
民に、市政モニターを委嘱し、意見を提出してもらうことにより、市政に
反映されるようにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標
は市政モニターの委嘱者数・提出意見数、成果指標は対応済の割合となる。
　担当者の原案では、事業の手段に「モニター会議の開催」があげられて
いるが、開催回数も少なく、モニターの委嘱自体がより重要と思われる。
〔教育用パソコン整備事業（学校教育課）〕
　事業の目的は、「全ての小学校（中学校）に、児童2人1台（生徒1人
1台）の割合で新機種のパソコンを更新整備することにより、児童（生徒）
がパソコンを学習に利用できるようにすること」と捉えることができる。
その場合、活動指標はパソコンの更新台数、成果指標は操作できる児童
（生徒）の割合となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「小学校に新機種のパソコンを整備す
ることにより、児童がそのパソコンを利用し、操作を通じて、高度情報化
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社会に対応できる知識・モラル等を習得させる」とあるが、前段が事業の
手段と重複しており、後段はやや大上段に構えすぎている。
〔田んぼの学校づくり事業（学校教育課）〕
　事業の目的は、r全ての小中学校に、校内に簡易ビオトープや水路等を
設置し、環境教育に活用することにより、児童生徒が自然環境に対する感
性や見識を醸成できるようにすること」と捉えることができる。その場合、
活動指標は水路等を設置した学校の数・利用した児童生徒の数、成果指標
は自然に親しみを感じる児童生徒の割合となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「水路・ビオトープ等を遊びと学びの
場として、児童生徒に活用させることにより、自然環境の重要さと環境に
対する豊かな感性と見識を養成する」とあるが、事業の手段にも同様の記
述があり重複感がある。
〔学校評議員制度導入研究事業（学校教育課）〕
　事業の目的は、「全ての小中学校に、校長・教頭向けの研修を実施する
ことにより、学校評議員制度を円滑に導入できるようにすること」と捉え
ることができる。その場合、活動指標は研修会の開催回数、成果指標は制
度を導入した小中学校の割合となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「開かれた学校、特色ある学校づくり
を進めるために、校長が学校外の様々な人材を学校評議員として推薦し、
学校運営のために必要な意見を聴取する」などとあるが、これは学校評議
員制度自体の説明である。モデル事業の成果を研修会を通じて普及させる
という本事業の特性を表現していないし、校長の制度に対する理解度とい
う成果指標とも当然ながら対応していない。
〔総合的な学習の時間実践事業（学校教育課）〕
事業の目的は、「全ての小中学校に、研修会や訪問指導を実施すること
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により、総合的な学習の時間を効果的に実施できるようにすること」と捉
えることができる。その場合、活動指標は研修会の開催回数・訪問指導の
回数、成果指標は具体的な取組み件数となる。
　担当者の原案では、事業の手段が「研修会、学校訪問を通しての指導助
言」となっている一方で、事業の意図には「予算面での支援をすることに
より」という事業の手段と重複しかっ矛盾する記述が見られる。活動指標
は教職員の予算に対する理解度としているが、予算を適切に執行すること
以上に、予算を活用しいかに有意義な取組みを行ったかが重要なのではな
かろうか。
〔中学校給食調理業務委託事業（学校教育課）〕
　事業の目的は、「学校給食の調理業務を、民間給食業者に委託すること
により、経費を節減すること」と捉えることができる。その場合、活動指
標は業務委託した学校数、成果指標は経費節減額（人件費と委託費の差額）
となる。
　担当者の原案では、活動指標に委託業者数や生徒数もあげられているが、
特に意味のある指標ではない。事業の意図には「食事内容の多様化や衛生
的で安全な美味しい給食が出来る（こと）」との記述があり、成果指標に
はr人員削減数」のほかr給食の満足度」もあげられている。筆者は構造
を単純化するため、あえて「経費の節減」に絞り込んでいるが、本来はこ
うした指摘がむしろ重要である。なお、人員削減数の算定方法に誤って実
績値が記入されており、指標の推移には意味のない数値が並んでいる。人
員削減効果は金銭換算しやすく、その方が評価もしやすい。
〔謡曲復曲演能調査研究事業（文化課）〕
事業の目的は、「市ゆかりの謡曲を、専門家に復曲を委託し、市民能と
して演能することにより、市民が鑑賞できるようにすること」と捉えるこ
とができる。その場合、活動指標は謡本の制作の有無、成果指標は演能の
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鑑賞者数となる。
　担当者の原案では、事業の対象をr専門家」としているが、委託の相手
方と混同している。また、事業の手段と意図も混同しており、いずれも調
査研究と演能の両方を含んでしまっている。調査研究することにより（手
段）、演能できるようにする（意図）と区別した方が理解できる。
〔遺跡整備事業（文化課）〕
　事業の目的は、「国指定文化財の遺跡を、遺構を復元保存し、史跡公園
として整備することにより、歴史学習や観光のために見学できるようにす
ること」と捉えることができる。その場合、活動指標は遺跡の整備率（工
事出来高）、成果指標は遺跡の見学者数となる。ただし、成果指標は遺跡
整備後でなければ計測できないため、参考にとどめる。
　担当者の原案では、事業の意図を「実施設計で示された状態通りに工事
を行う」とし、工事完了検査の評価を成果指標としているが、事業の成果
と発注工事の品質管理を混同しているのではなかろうか。
（2）経済部
〔平地林保全推進事業（農政課）〕
　事業の目的は、「平地林所有者・地域住民緑化活動団体等と、所有者と
契約し、団体等が行う林内整備作業を助成することにより、平地林を保全
すること」と捉えることができる。その場合、活動指標は所有者との契約
締結の数・助成した活動団体の数、成果指標は平地林の整備率となる。
　担当者の原案では、事業の手段を単に「講習会・整備」としているが、
所有者やボランティアがどう関与するのか、何の講習会を開催するのか、
どんな方法で整備するのか説明が不足している。事業の意図で「平地林を
保全する」とあるのに、成果指標が「平地林ボランティア数Jとあり、両
者が対応していない。
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〔花づつみ事業（農政課）〕
　事業の目的は、「老人クラブ等のボランティア団体に、花づくりへの協
力を呼びかけ、花の種子を提供することにより、市内随所の空地を魅力的
な花畑にすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は説明会
の開催回数、成果指標は事業に利用した面積となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「高齢者の介護予防の立場から、郊外
での活動により健康を維持してもらう」とあり、施策上の位置付けも「元
気な高齢者の社会参加のための基盤づくり」としているが、農政課の所掌
事務として考えると、主目的はやはり生産調整地対策であり、元気高齢者
対策は副次的な効果と見ておいた方がよい。また、成果指標が「申込み団
体数」とあるが、事業内で実施される説明会やP　Rなどの成果と事業本体
の成果は区別した方がよい。
〔新産地育成緊急対策事業（農政課）〕
　事業の目的は、「営農集団O組合に、農業機械の整備を助成することに
より、収益性の高い麦・大豆・苺・野菜を本格的に生産できるようにする
こと」と捉えることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指
標は被助成者の園芸作物の栽培面積となる。なお、本事業は県の補助制度
を活用しており、県の負担額分だけ市の負担額と被助成者の受益額が異な
る。補助金額を指標化する場合、活動指標には負担額、成果指標には受益
額を用いるのが理論的ではあるが、活動指標に関しては考え方を統一して
おけばいずれも用いうる。
　担当者の原案では、活動指標を「機械の導入」とし、算定方法にはその
機種が列挙されているが、数値化になじまないので、購入機械数よりは購
入金額で表した方がよい。また、事業の意図に「各種機械を導入する事に
より、労働時間の短縮と作業効率の向上を目指す」とあるが、前段は事業
の手段と重複する。後段は「目指す」という表現が曖昧である。補助金の
趣旨を考えると、機械化の効果は省力化より生産拡大にあると解すべきで
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あろう。
〔高度園芸産地整備事業（農政課）〕
　事業の目的は、「農業協同組合に、苺のパイプハウス導入を助成するこ
とにより、良質の苺を安定的に供給できるようにすること」と捉えること
ができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指標は被助成者の苺の
栽培面積となる。なお、本事業は県の補助制度を活用している。
　担当者の原案では、事業の意図にr作付面積の拡大」などとある。パイ
プハウスの効果は生産の安定化にあるが、指標化が難しいので、生産拡大
と解しても全く差し支えない。もっとも、成果指標に「受益戸数」、算定
方法に「作付面積」とあり、趣旨はわかるが記入が不正確である。
〔乾燥調整施設整備事業（農政課）〕
　事業の目的は、「農業協同組合に、麦・大豆共同乾燥調整施設の建設を
助成するこζにより、適期に収穫し、良質な麦・大豆を供給できるように
すること」と捉えることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成
果指標は被助成者の麦・大豆の生産量となる。なお、本事業は国の補助制
度を活用している。
　担当者の原案では、活動指標を施設数としているが、補助金総額か施設
規模（処理能力）の方がよい。事業の意図にはr作付面積の拡大」のほか
「適期刈取りによる良品質の供給」をあげており、重要な指摘であるが、
指標化には限界がある。全体的に簡要な記述であるが、前項と同様、指標
と算定方法に不正確な記入が見られる。
〔農業総合生産システム化推進対策事業（農政課）〕
　事業の目的は、「大豆集団○戸に、汎用コンバインの導入を助成するこ
とにより、転作作物である麦・大豆を本格的に生産できるようにすること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指標は被
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助成者の麦・大豆の栽培面積となる。なお、前項と同様、本事業は国の補
助制度を活用している。
　担当者の原案では、全体的に簡要であるが、指標と算定方法の記入が不
正確である。
〔苺フリー苗基地施設整備事業（農政課）〕
　事業の目的は、「農業協同組合に、苺無病苗増殖基地施設の整備を助成
することにより、健全な無病苗から優良な苺を生産できるようにすること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指標は無
病苗の配布数となる。なお、本事業は県の補助制度を活用している。
　担当者の原案では、全体的に簡要であるが、指標と算定方法の記入が不
正確である。
〔青果物集出荷貯蔵施設増設事業（農政課）〕
　事業の目的は、「農業協同組合に、出荷容器のリースコンテナを使用で
きる集出荷施設の整備を助成することにより、出荷調整労力を軽減し、多
様な出荷形態に対応できるようにすること」と捉えることができる。その
場合、活動指標は補助金総額、成果指標は集出荷量となる。
　担当者の原案では、事業の意図をr労働力の軽減」などとしているが、
r多様な出荷形態への対応」という流通戦略上に意義も大きい。全体的に
簡要であるが、指標と算定方法の記入が不正確である。
〔農業集落排水事業（農村整備課）〕
　事業の目的は、「○地区○戸に、汚水処理施設と管路を整備することに
より、生活排水による農業用水の汚濁を防止すること」と捉えることがで
きる。その場合、活動指標は施設の整備率（工事出来高）・管路の整備率
（工事済延長）、成果指標は農家の接続率（接続済戸数）となる。なお、本
事業は複数の地区を対象としており、地区ごとに評価表が作成されること
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になる。
　担当者の原案では、事業の意図にr農業用用排水の水質保全、農業用用
排水施設の機能維持、農村の生活環境を改善するために、管路工及び処理
施設を建設し、各戸の汚水を接続する」とあるが、冗長な上に、意図より
も手段を示してしまっている。
〔商業タウンマネージメント計画策定事業（商業観光課）〕
　事業の目的は、「商工会議所・駅周辺商店街に、TMO構想の策定に必
要な調査研究を助成することにより、TMOの事業内容、組織の設立、体
制の整備を具体化すること」と捉えることができる。その場合、活動指標
は補助金総額、成果指標は具体的なTMO構想の策定となる。
　担当者の原案では、事業の対象を「中心市街地」に、事業の手段を「必
要な調査研究を行う」こととし、「報告書作成数」等を活動指標としてい
るが、調査研究を行うのはまちづくり推進組織であり、本事業自体はそれ
に対する補助金の交付事業である。よしんば調査研究が手段だとしても、
報告書を多数印刷すればよいという問題ではない。
〔街なか情報発信事業（商業観光課）〕
　事業の目的は、「消費者・商業者向けに、ホームページを開設し、イン
ターネット端末を設置することにより、地域情報等を自由に検索できるよ
うにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は情報更新の
回数、成果指標はホームページヘのアクセス件数となる。
　担当者の原案では、事業の意図を「街なか情報を発信することで、消費
者二一ズの把握や市民も参加した新しい商品開発等が促進されることで、
消費者・事業主・商店街など様々な面から中心商業地の充実を図る」とし
ているが、商品開発など本事業だけでは達成できない施策レベルの意図も
含まれており、成果というよりは期待に近い。「促進される」とかr充実
を図る」といった表現も抽象的すぎる。
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〔市企業誘致促進事業（工業課）〕
　事業の目的は、「工場等を立地しようとする企業に、個別訪問・DMの
送付等を通じてP　Rすることにより、分譲中の工業団地等へ工場等を誘致
すること」と捉えることができる。その場合、活動指標は訪問件数・DM
送付件数、成果指標は引合い件数・申込み件数となる。
　担当者の原案では、事業の意図を「市内へ企業誘致することにより、本
市の工業出荷額の増大や、市民に対する新たな雇用機会の提供等を図り、
また、税収の安定確保を図る」としているが、前項と同様に、雇用機会の
提供など本事業だけでは達成できない施策レベルの意図も含まれており、
事業の意図を条例の趣旨説明と混同している。r安定確保を図る」といっ
た表現も抽象的すぎる。
〔工業振興奨励金交付事業（工業課）〕
　事業の目的は、「工業団地等に工場等を新設・移転・増改築する企業に、
固定資産税の一定分の奨励金を支給することにより、積極的に設備投資で
きるようにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は奨励
金の交付件数、成果指標は交付企業の設備投資額となる。
　担当者の原案では、事業の意図をr奨励金を交付することにより企業の
投資意欲を増進させ、工業振興を図る」としているが、前段は事業の手段
と重複し、後段は抽象的である。中段に着目するならば、成果指標を活動
指標と同じく　「奨励金交付件数」とするのは適切でない。
（3）保健福祉部
〔障害者ケアマネジメント推進事業（福祉課）〕
　事業の目的は、「在宅の障害者と家族に、社会福祉法人に再委託し、ケ
アマネジメントを実施することにより、在宅で生活できるようにすること」
と捉えることができる。その場合、活動指標はケア計画の作成・実施件数、
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成果指標は在宅二一ズの解決度となる。本事業は県が委託するモデル事業
である。なお、ケアマネジケントにはケア計画とサービス提供の双方を含
み、原案も指摘するとおり、適切なケアマネジメントの実施には、二一ズ
に基づくケア計画と計画に則したサービス提供、ともに不可欠である。
　担当者の原案では、事業の手段に「委託し」とあり、事業の意図には
「ケア計画を作成し…サービスを提供する」とある。他方、活動指標は支
援サービスの計画と実施、成果指標には相談者の要望への対応度があげら
れている。事業の手段・意図と各指標が対応していない。これは、前者が
委託事業という捉え方なのに対し、後者はサービス提供事業という捉え方
をしているためであろう。ここでは後者の捉え方に統一し、ケアマネジメ
ントの実施を事業の手段、二一ズの解決を事業の意図と解することとした。
なお、事業の意図には「その結果生じた問題点を明確にする」との記述も
あるが、これは本事業がモデル事業のためであり、問題点とは個別のケア
計画ではなく事業全体の問題点を指すのであろう。
〔知的障害者授産施設整備補助事業（福祉課）〕
　事業の目的は、「社会福祉法人に、知的障害者授産施設の整備を助成す
ることにより、知的障害者が生活訓練・職業訓練を受けられるようにする
こと」と捉えることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指
標は授産施設の整備率となる。
　担当者の原案では、事業の意図にr知的障害者が施設に通い、生活指導・
職業訓練を受けることにより、自立支援を図る」とあるが、本事業は施設
整備事業であり、施設運営までは含まれないので適当ではない。
〔児童手当支給事業（こども課）〕
事業の目的は、r就学前児童を養育する低所得の保護者に、適正に審査
し、適時に払込むことにより、遺漏なく遅滞なく児童手当が支給されるよ
うにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は手当の支給
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件数、成果指標は誤認処理の件数となる。なお、本事業は法定受託事務で
ある。一般に法定受託事務は成果を捉えにくい。要件や手続が詳細に規定
され、裁量の余地が小さいからである。しかし、その場合でも適正に事務
を処理することを目標に置くことはできる。事務処理の迅速度や正確度を
成果指標とするのも一つの考え方である。
　担当者の原案では、事業の手段を単に「口座に振込む」こととしている
が、申請の受理後、資格を審査することも重要な手段である。事業の意図
を「手当の受給資格をもつ方に、漏れることなく手当を支給する」とした
点は苦労の跡がうかがえる。ただし、成果指標にあげる「現況届差止者数」
や「保留認定者数」は誤認処理の件数とした方が分かりやすい。
〔特別保育事業等推進事業（こども課）〕
　事業の目的は、「乳児・障害児を抱える保護者や、仕事との両立や子育
てに不安を感じる保護者に、乳児保育・障害児保育、一時保育・休日保育、
地域子育て支援等を実施することにより、子育ての負担を軽減すること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は特別保育の利用者数、成果
指標は子育てに負担を感じる保護者の数となる。
　担当者の原案では、事業の手段・意図とも、多くの項目が箇条書きであ
げられている。特別保育の内容は多岐にわたり対象もそれぞれ異なるので、
本来は個別の保育内容ごとに評価表を作成した方がよい。もっとも、子育
ての負担を軽減するという意図では共通するので、統合する場合はその点
をうまく利用するとよい。
〔放課後児童対策事業（こども課）〕
　事業の目的は、「留守家庭の児童に、学童保育施設を設置し、学童保育
クラブに管理運営を委託することにより、放課後家庭的雰囲気の中で学習
できるようにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は学
童保育施設の設置数、成果指標は学童保育クラブヘの登録児童数となる。
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　担当者の原案では、活動指標・成果指標の双方に「学童保育受入児童数・
学童保育クラブ数」が含まれており、両者を混同している。事業の手段や
意図の捉え方は誤りではないので、先述と同様、委託事業なのかサービス
提供事業なのか、施設整備事業なのか施設運営事業なのか、捉え方を整理
すれば、自ずと整合性がとれよう。
〔幼稚園就園奨励等補助事業（こども課）〕
　事業の目的は、「私立幼稚園に就園させている保護者や、2児以上就園
させている保護者に、奨励金や助成金を支給することにより、私立幼稚園
への就園を奨励し、子育ての経済負担を軽減すること」と捉えることがで
きる。その場合、活動指標は助成件数、成果指標は幼稚園への就園率・負
担軽減額（助成金額）となる。
　担当者の原案では、活動指標名に「幼稚園入園児数・同時在園の2人目
以降の園児数」とあるが、端的に奨励金・助成金の交付者数とした方が分
かりやすい。
〔子育て支援短期利用事業（こども課）〕
　事業の目的は、「養育が一時的に困難となった家庭の児童を、児童福祉
施設に一定期間入所させることにより、緊急の場合でも安心して養育でき
るようにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標は利用者
数、成果指標は利用できなかった件数となる。
　担当者の原案では、事業の意図にr最近、近隣との付き合いが希薄になっ
ているが、認可を受けている（資格のある）施設を用意することで緊急の
用事が生じた場合でも安心して安全に子どもを預けることができる」とあ
るが、前段の事業の背景や手段に関する記述は蛇足である。後段の記述は
そのとおりで、rいざという時も安心」ということをいかに指標で表現す
るか。ここでは逆に「安心できなかった件数」を成果指標に表している。
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〔家族介護慰労金支給事業（高齢生きがい課）〕
　事業の目的は、「介護保険サービスを利用しなかった低所得の介護家族
に、介護慰労金を支給することにより、家族介護力を維持し、介護保険の
財政負担を軽減すること」と捉えることができる。その場合、活動指標は
慰労金の受給者数、成果指標は介護保険の負担軽減額（予想給付額と慰労
金支給額との差額）となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「希望する対象者全員への慰労金の支
給促進」とあるが、意味が不明である。そもそも本事業は、家族による介
護を促すものであり、介護の社会化を目指す介護保険の趣旨とは矛盾する。
成果の捉え方次第では、事業目的の合理性すら疑われかねない。思うに、
保険料を負担できない低所得世帯に配慮することで制度の円滑な導入を図
り、過剰な給付を抑制することで財政の安定化を図るという点では、介護
保険制度に資する。こうした趣旨を事業の意図にうまく表現することが必
要である。
〔在宅介護支援センター運営事業（高齢生きがい課）〕
　事業の目的は、「在宅の要援護高齢者等及びその家族に、社会福祉法人
等に委託して在宅介護支援センター事業を実施することにより、在宅介護
に関する総合的な相談、必要な保健福祉サービスが受けられるようにする
こと」と捉えることができる。その場合、活動指標は支援センター数、成
果指標は利用件数となる。
　担当者の原案では、事業の手段に「在宅介護に関する総合相談」など在
宅介護支援センターの事業内容が記入し、事業の意図には「委託事業者が、
事業内容を十分理解し運営に当たる。②支援センター職員の質の向上を図
る。」など委託指針を示しているが、むしろ逆である。また、活動指標に
は定例会開催数、相談件数等をあげ、成果指標にはケース数等をあげてい
るが、事業の手段・意図と各指標が対応していない。
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〔生きがいデイサービス事業（高齢生きがい課）〕
　事業の目的は、「比較的元気な高齢者や孤立しがちな高齢者等に、地域
団体に委託し、交流・余暇活動の場を提供することにより、閉じこもりや
寝たきりにならないようにすること」と捉えることができる。その場合、
活動指標はデイサービスの実施回数、成果指標はデイサービスの参加者数
（追跡調査が可能ならば要介護の予防率が望ましい）となる。
　担当者の原案では、事業の対象・手段・意図を直接的なものと最終的な
ものとに区別し、前者については、運営委員会で、企画会議等を開催し、
参加を呼びかける（活動指標は会議・研修会の開催回数、成果指標は運営
者の参加人数など）。後者については、比較的元気な高齢者や孤立しがち
な高齢者等に、生きがいデイサービスを提供し、要介護状態の予防を図る
（活動指標はデイサービスの開催回数、成果指標は交友関係の増加率など）
という内容になっている。本事業を委託事業と捉えるかサービス提供事業
と捉えるか、いずれかに重点を置いたほうがよい。
〔介護保険料助成事業（介護保険課）〕
　事業の目的は、「低所得の被保険者に、保険料相当額の助成金を支給す
ることにより、介護保険制度の導入に伴い経済負担が増加しないようにす
ること」と捉えることができる。その場合、活動指標は助成件数、成果指
標は負担軽減額（助成金額）となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「納入した保険料が後日口座に振り込
まれることで被保険者が滞納せずに保険料を納入できる」とあるが、これ
は口座振込みという業務の利点を説明しただけで、助成事業としての意図
ではない。
〔訪問介護利用者支援事業（介護保険課）〕
事業の目的は、「低所得の訪問介護利用者に、利用者負担を減額するこ
とにより、介護保険制度の導入に伴い経済負担が増加しないようにするこ
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と」と捉えることができる。その場合、活動指標は助成件数、成果指標は
負担軽減額（助成金額）となる。
　担当者の原案では、事業の意図を「ホームヘルプサービスに係る負担増
を理由に利用を控えずに必要な回数を利用できる」こととし、延利用者数
を成果指標にあげているが、利用が減らないようにすることより、負担が
増えないようすることと、端的に理解してもいいのではないか。
〔乳幼児医療費助成事業（健康課）〕
　事業の目的は、r乳幼児の保護者に、乳幼児医療費を助成することによ
り、子育ての経済負担を軽減すること」と捉えることができる。その場合、
活動指標は助成件数、成果指標は負担軽減額（助成金額）となる。
　担当者の原案では、活動指標に「助成制度の周知回数・職員学習会回数」
をあげ、成果指標にr助成制度の利用度」をあげているが、本事業は周知
事業ではなく助成事業であるから、制度を利用してもらうこと自体が意図
ではない。
（4）総務部
〔ケーブルテレビ施設整備事業（総務課）〕
　事業の目的は、「地元のCATV会社に、CATV施設の整備を助成す
ることにより、市内全域でCATVを視聴できるようにすること」と捉え
ることができる。その場合、活動指標は補助金総額、成果指標は整備地域
の割合となる。
　担当者の原案では、事業の手段・意図と各指標が対応していない。事業
の手段を「…補助金を交付する」としながら、活動指標には「サービスエ
リアの拡大（世帯数）」とある。事業の意図も「…CATV網を整備する」
としながら、成果指標は「ケーブルテレビの普及（加入率）」となってい
る。
一135一
児　玉　博　昭
〔庁内LAN整備事業（総務課）〕
　事業の目的は、「庁内の職員に、パソコンを配備し、ネットワークで接
続することにより、行政事務を効率的に処理できるようにすること」と捉
えることができる。その場合、活動指標はネットワークの接続端末数、成
果指標はネットワークのアクセス件数となる。
　担当者の原案では、事業の手段に「ネットワーク監視サーバ」等々、L
AN設備の名称が列挙されているが、このような技術的な説明を必要とは
しない。また、活動指標には「ネットワーク監視（不正侵入検知及びウィ
ルス検知度）」があげられているが、不正侵入の頻度を意味するだけで、
監視の程度を表すわけではない。
〔男女共同参画宣言都市奨励事業（男女共同参画課）〕
　事業の目的は、「市民に、男女共同参画宣言都市に係る記念大会、作文
コンクール等を開催することにより、男女共同参画の気運を高揚すること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は記念大会の参加者数・作文
の応募者数、成果指標はジェンダーの認識度となる。
　担当者の原案では、成果指標に「参加者の認識度（ジェンダー）」をあ
げているが、参加者の多くはもともと意識が高いはずである。事業の対象
を「全市民」とするならば、参加者の認識度だけではなく、市民全体の認
識度も併せて把握すべきではなかろうか。
〔女性史編さん事業（男女共同参画課）〕
　事業の目的は、「市民に、市の女性史を編纂することにより、女性の生
き方やその歴史的背景をより多くの人に理解してもらうこと」と捉えるこ
とができる。その場合、活動指標は延べ執筆時間数、成果指標は女性史の
頒布部数となる。
　担当者の原案では、活動指標に編さん部会の開催数をあげているが、事
業の手段に「女性史についての研修、聞き取り調査、文献調査を行う」な
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どをあげるならば、編集作業全体を表す指標を設定した方がよい。
（5）市民生活部
〔消費生活センター相談事業（市民生活課）〕
　事業の目的は、「消費者に、消費生活センターの相談員が相談や講座を
通じて指導することにより、悪徳商法等へ適切に対処できるようにするこ
と」と捉えることができる。その場合、活動指標は相談件数・出前講座回
数、成果指標は不安・間題を解消できた相談者・受講者の数となる。
　担当者の原案では、成果指標についてr相談により解決できた件数」は
r掌握できない」と述べている。一般に相談事業の場合は解決の度合いが
成果指標となるが、理論的には異論がなくとも、実際の定義や測定は難し
い。解決したと言い切れる客観的な基準がなく、個別事案を追跡調査して
いるわけでもないからである。再度相談に来なければ適切に対処できてい
るとみなすというのも無理があろう。また、問題意識のなかった消費者が
研修を通じて逆に不安を募らせることもありうる。歯切れが悪いが、相談
や講座後に相談者や受講者に消費生活に関する不安や問題を解消できたか、
その都度確認することで把握せざるを得まい。
〔合併処理浄化槽設置助成事業（環境課）〕
　事業の目的は、「公共下水道等の整備が困難な地域に、合併処理浄化槽
の設置費用を助成することにより、合併処理浄化槽を普及させ、生活排水
よる水質汚濁を防止すること」と捉えることができる。その場合、活動指
標は補助金の交付件数、成果指標は合併処理浄化槽人口普及率（下水道促
進区域外住居人口に占める割合）となる。
　担当者の原案では、活動指標を「5人槽・7人槽」などとしているが、
浄化槽の種類別に指標化する意味はない。また、成果指標の指標名に「設
置基数×平均世帯員＝受益者数」という算定式が書かれている。
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〔環境保全市民行動計画推進事業（環境課）〕
　事業の目的は、r市民・事業者等に、アンケート調査を実施し、環境審
議会の意見を聴取することにより、環境保全のための市民行動計画に反映
されるようにすること」と捉えることができる。その場合、活動指標はア
ンケートの回答数・審議会の開催回数、成果指標は計画に反映された箇所
数となる。
　担当者の原案では、事業の手段を「市民アンケートによる意識調査及び
審議会の意見を基に市民行動計画を策定し、啓発・推進する」とし、事業
の意図を「市民行動計画を広く周知・啓発し、計画期間における取り組み
意識の定着を図る」としているが、アンケート調査などは、計画策定の基
礎作業であり、周知・啓発の手段ではない。
〔生ごみ処理容器設置費補助事業（環境課）〕
　事業の目的は、「市民に、家庭廃棄物処理容器の設置費用を助成するこ
とにより、処理容器を普及させ、生ごみを減量化、堆肥化すること」と捉
えることができる。その場合、活動指標は補助金の交付件数、成果指標は
家庭廃棄物処理容器世帯普及率・利用世帯のごみ減量率となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「資源の有効活用が図られる」とある。
曖昧な文末表現も気になるが、そう理解するならば資源の有効活用を明確
に定義し、対応する適切な成果指標を設定しなければならない。また、成
果指標には「普及世帯率」のみをあげているが、ごみの減量効果も把握す
べきである。必ずしも全利用世帯を継続的にモニタリング調査する必要は
なく、モデル世帯を選定し単純に事前・事後を比較すれば十分であろう。
〔資源ごみ回収団体等支援事業（環境課）〕
　事業の目的は、「資源ごみ回収協力団体・回収業者に、協力団体の回収
量に報奨金、業者の買取量に補助金を交付することにより、集団回収を活
発にし、ごみを再資源化させること」と捉えることができる。その場合、
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活動指標は支援金額（報奨金額＋補助金額）、成果指標は回収団体の延活
動回数・資源ごみの回収量となる。
　担当者の原案では、事業の意図に「延いては増え続けるごみ処理費用の
削減になる」とある。助成事業では、金銭給付の根拠として成果を金銭換
算することが求められる場合も多い。本事業によるごみ処理費用の削減額
を示すのも有効である。
〔住民基本台帳ネットワークシステム整備事業（市民課）〕
　事業の目的は、「住民・行政機関に、住民基本台帳ネットワークシステ
ムを構築することにより、住民票の交付、本人確認に関する事務手続を簡
素化すること」と捉えることができる。その場合、活動指標はシステムの
開発状況（作業進捗度、稼動状況）、成果指標は事務処理時間となる。
　担当者の原案では、事業の手段を「住基ネットを構築する。システムに
ついて、住民には利便さを周知し、職員には制度面の知識、技術を習得さ
せる」としているが、活動指標にはr窓口来客数・住民基本台帳法事務」
をあげており、両者が対応していない。
（6）建設部
〔魚のつかみ取りイベント事業（都市計画課）〕
　事業の目的は、「市民に、河川敷でアユのつかみ取りイベントを開催す
ることにより、川への親しみを持ってもらうこと」と捉えることができる。
その場合、活動指標はイベントの参加者数、成果指標は参加者の川に対す
る親密感となる。
　担当者の原案では、活動指標の指標名に「募集人数（1500名）」とある
一方、算定式には「参加人数（736名）」となっており、意味不明である。
成果指標にはr参加者の充足度」とあるが、イベントに満足したのか川に
親しみを覚えたのか、具体的な定義が必要である。
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〔土地区画整理地内保留地公売促進活動事業（区画整理課）〕
　事業の目的は、「公共施行の土地区画整理地内の保留地○区画を、価格
を見直し、広報・チラシ等でP　Rすることにより、完売し、土地区画整理
事業を終了できるようにすること」と捉えることができる。その場合、活
動指標は広報への掲載回数・チラシの配布部数、成果指標は保留地の処分
率となる。
　担当者の原案では、事業の意図にr保留地の完売（存在の周知）」とだ
けあるが、説明不足である。また、事業の対象を「宅地購入・マイホーム
建設・転入者等希望者」としているが、公売地の売却相手と事業の対象を
混同している。
〔土地区画整理組合事業（区画整理指導課）〕
　事業の目的は、「○土地区画整理組合地区Ohaに、補償・換地・測量等
の業務を運営管理することにより、宅地の整備と一体的に、道路・公園・
上下水道等を整備すること」と捉えることができる。その場合、活動指標
は土地区画の整備率（工事出来高）、成果指標は土地区画の整備面積とな
る。なお、本事業は複数の組合を対象としており、組合ごとに評価表が作
成されることになる。
　担当者の原案では、活動指標の算定方法に「進捗率」、成果指標の算定
方法に「整備率」などと単に記入しているが、これらをどのように算出す
るのかを記入しなければならない。
〔土地区画整理事業支援拡大事業（区画整理指導課）〕
　事業の目的は、「甲土地区画整理組合に、保留地処分までの運転資金を
無利子で貸付けることにより、事業を円滑に執行できるようにすること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は資金の貸付額、成果指標は
財政負担の軽減度（市場金利による累積負担額）となる。
　担当者の原案では、事業の意図を「計画的な保留地処分により円滑な事
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業執行」とし、成果指標に「保留地処分面積・市民の保留地公売への浸透
度」をあげているが、無利子資金を貸し付けても、保留地が順調に処分で
きるわけではない。無利子貸付を行わないとどう困るのか（事業組合に金
利負担がかさむ）をよく考えて意図を捉え直すべきである。
〔河川緑地整備事業（公園緑地課）〕
　事業の目的は、「河川敷の一部を、運動公園等として整備することによ
り、スポーツ・レクリェーションに利用できるようにすること」と捉える
ことができる。その場合、活動指標は公園の整備面積、成果指標は公園の
利用度となる。
　担当者の原案では、事業の手段を「園路広場工1式、管理施設整備工1
式、雨水排水整備工1式、法面工1式」としているが、請負業者への仕様
書でも財政課への予算要求資料でもないのだから、市民に説明することを
念頭に記述の仕方を考えるべきである。
〔道路改良事業（土木課）〕
　事業の目的は、「幹線道路（生活道路）の市道○号線を、用地を取得し
道路を拡幅する（歩車道を分離する）ことにより、車両（通勤通学者）が
安全に通行できるようにすること」と捉えることができる。その場合、活
動指標は用地取得率・道路整備率、成果指標は危険を感じる通行者の割合
となる。
　担当者の原案では、事業の手段は「道路改良」とするだけで説明が足り
ない。他方、事業の意図は「現在の道路を、歩・車道分離した幅員14mの
2車線の道路に整備することにより、道路交通網の確立を図るとともに、
交通安全の向上を図る」としているが、前段はむしろ事業の手段であり、
後段は表現が抽象的である。また、成果指標にも活動指標と同じ「工事完
成度・用地取得度」をあげており、両者を区別できていない。
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〔鉄道道路立体交差事業（土木課）〕
　事業の目的は、r　J　ROO線○○踏切について、交通量と利用者の意向
を調査することにより、立体交差化の必要性を判断できるようにすること」
と捉えることができる。その場合、活動指標は調査の実施回数・回答件数、
成果指標は事業判断の可否となる。
　担当者の原案では、「踏切を利用している歩行者及び車両」のため（対
象）、r街路事業（立体交差）」を行うことにより　（手段）、「歩行者が踏切
を渡らずに線路を通過することが出来る。又、交通が円滑になる」（意図）
と捉えているが、活動指標に「交通量調査・踏切利用アンケート調査」が
あげられているように、現在は事業化に向けた調査段階にすぎない。
　これらの具体例をみると分かるように、行政評価の導入初年度は、作文
の添削に終始し、本来企図する事業内容の是非の判断までは遠く及ばない
というのが現実である。行政コンサルタントとしては、これが果たして行
政評価と呼べるのだろうかと疑問を隠せないのだが、目標水準まで達する
には、評価経験を積み重ねるより他に方法はなく、必要なプロセスと割り
切るより仕方ない。
　評価結果を検証するにあたっては、いかにきめ細やかに対応するかが重
要である。行政評価の担当者も、大量の評価表を目の当たりにすると、個々
の評価結果をチェックする気力を失いがちである。しかし、評価結果を放
置しておくと、既成事実化し、継続的に実施しても前年度の評価結果をそ
のまま転記するようになり、いっこうに評価の質は改善されない。そもそ
も行政評価はコミュニケーションのツールである。評価結果を対話に積極
的に活用しなければ、単なる資料づくりに終わり、本来の機能は果たせな
い。
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4．事務事業評価の検討課題
　事務事業評価を本格的に実施するにあたっては、試行結果を受けて、今
後の検討課題を整理しなければならない。具体的には、以下に示すように
評価者アンケートで意見を聴取し、それを作業部会で検討することになる。
（1）事務事業評価の本格実施
　①評価シートの改善
　試行では、まず、事業活動表・事業評価表・事業改善表・事業計画表の
4つの様式からなる評価シートを用意し、PDCAサイクルを意識できる
よう工夫した。また、事業活動表の設計では、事業の属性において施策上
の位置付けを明確にするほか、事業の内容において対象・手段・意図に書
き分け、手段と活動指標、意図と成果指標を対応させることで、アウトプッ
トとアウトカムの相違を意識できるよう工夫した。その他、事業評価表の
設計では、進捗度と達成度を区別したほか、必要性・効率性・有効性の各々
に細項目を設けることで、詳細に検討できるよう工夫した。
　これに対し、記入者からは、事業活動表と事業計画表に重複感がある、
記入欄が狭いなどの不満も聞かれるため、本格実施に向けては評価シート
を改良する余地がある。
　②記入マニュアルの改善
　試行では、記入マニュアルを作成し、記入者の便宜を図った。マニュア
ルでは、対象・意図・成果指標・目標値等の設定方法に解説を加えたほか、
各項目にチェックポイントを設け、正確な記入を促すよう工夫した。模倣
による思考停止を避けるため、具体例は記載しなかった。
　これに対し、記入者からは、具体例を多く示してほしいとの要望も根強
かった。また、意図や成果指標など聞き慣れない用語についてはなお混乱
もあった。このため、本格実施に向けては、記入例や用語集の作成など記
入マニュアルの改良が必要である。
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　③対象事業の拡大
　試行では、一部の事務事業を対象とするにとどまったが、事業部署ごと
に対象事業を選定し、多くの職員が評価作業に参画できるよう工夫した。
　この点、本格実施では、実施目的に応じて、実施計画計上事業もしくは
予算計上事業を網羅的に対象とすることが望ましい。また、施策レベルか
ら事務事業レベルのものまで混在するなどの不備もみられるため、本格実
施に向けては、事務事業の範囲、レベルの捉え方について一定の基準を示
すなどの配慮が必要である。
　④評価方法の弾力化
　試行では、一律の評価様式としたが、記入者からは、事業の特性に応じ
て評価方法を使い分けるべきとの意見があった。
　この点、公共事業は、成果の発現までに長期を要し、単年度の評価形式
にはなじまないため、中問評価を含めた評価方法を検討する必要がある。
また、新規事業は、事前に成果等を把握しにくいことから、事業計画表の
みを要求するなど、評価方法を簡略化することも可能である。
　⑤データの充実
　試行では、評価の前提のなる客観的な情報・データが不足し、現状の把
握、問題点の分析が不十分な例があった。このため、本格実施に向けては、
関連データの蓄積、既存資料の活用方法を検討する必要がある。
　⑥測定の精緻化
　試行では、人件費を含む事務費（人役）の計算については、概算で行っ
たが、給与格差や残業時間など、実態を反映していないとの不満も聞かれ
る。このため、本格実施に向けては、部署別の業務量算定表を作成したり、
間接費の按分方法を検討する必要がある。また併せて、I　Tを活用し、自
動集計により計算ミスを無くす必要がある。
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（2）施策評価の導入
　①施策評価の必要性
　事務事業評価では、事業内容の検討が中心となり、政策課題にさかのぼっ
た検討が不十分であった。個別事務事業の施策上の位置付けを明確にし、
政策レベルでの議論を充実させるため、施策評価を含む総合的な行政評価
システムを早急に構築する必要がある。
　②次期振興計画との連動
　現行の基本計画は、平成17年度までを計画期間とするため、平成16年度
から、平成18年度以降を対象とする次期基本計画の策定作業に着手するこ
とになる。
　計画の策定作業と施策評価の設計作業を一体的に行い、次期基本計画の
体系と施策評価の体系の整合性を図る必要がある。
　また、市民に対しては施策二一ズ調査の実施（重要度・満足度等の把握）、
庁内においては戦略計画の策定（環境の分析、問題点の構造化、行動計画
の立案、達成目標・業績指標の設定等）を行い、次期基本計画自体をより
戦略的なものとする必要がある。
　③施策評価と事務事業評価の差別化
　事務事業評価では、費用対効果の明確化、改善策の検討に重点を置いた
が、施策評価では、目的対手段の明確化、政策課題の分析に重点を置くこ
ととし、目的体系図を作成するほか、他都市比較なども行い、分析記述を
増やすようにする必要がある。
（3）行政評価の運営
　①I　Tの活用
　試行では、対象事業が一部であるにもかかわらず、評価表は相当量に及
び、整理・保存、差換え作業に手間を要した。本格実施の際は、対象事業
が大幅に増え、集計や公表作業も加わることになる。このため、本格実施
に向けては、大量の文書の作成、整理・集計、公表などを効率的に進め、
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紙資源の節約や煩雑な事務の負担軽減を進めるためにも、評価表をデータ
ベース化し、庁内LAN’の活用により職員誰もが閲覧、書き込み可能なよ
うにするとともに、インターネットの活用により市民に幅広く適時に公表
できる『行政評価ポータルサイト』の開設を検討する必要がある。
　②職員の意識啓発
　試行では、行政評価に対する職員の意識啓発を図るため、庁内報のr行
政評価通信』を発行した。通常の庁内報より親しみやすい体裁で、職員の
理解向上に貢献した。
　もっとも、発行に手間がかかり不定期になりがちなことや、事務局から
の一方的な情報発信にとどまり、職員からの質問に対する回答や職員同士
の意見交換に利用できないなど、課題も残された。このため、本格実施に
向けては、庁内の電子掲示板や電子メーリングリストを活用し、電子メー
ル等によるr庁内行政評価フォーラム』の運営を検討する必要がある。
　③情報交流の充実
　試行では、評価シートや記入マニュアルの作成にあたり、先進自治体の
事例を参考としたが、今後の運営にあたっては、情報収集にとどまらず課
題解決に向けた意見交換が必要となる。このため、担当者の抱える共通の
課題について意見交換する場として、近隣自治体の行政評価担当者による
交流組織『行政ネットワーク』の発足を検討する必要がある。
　④研修制度の充実
　試行では、客観的事実と担当者の主観的意見との混同を整理し、事業の
課題等について認識を共有化するのに手間取り、評価作業が滞りがちであっ
た。このため、職員研修の充実を通じて、担当者の資質を向上させる必要
がある。その際は、職員研修所の研修計画に予め組み入れるなど、職員の
研修負担を軽減し、日常業務に支障を生じさせないよう、計画的に職員研
修を実施する必要がある。
　また、研修方法に関しても、近隣自治体の職員が合同で研修を行い、分
野別のワークショップ形式で評価結果を相互に検討するr行政評価合同研
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修会』の開催を検討する必要がある。
　⑤報告書の作成・公表
　市の情報公開条例では、「市政に関する情報を分かりやすく記載した資
料の作成及びその提供に努めるとともに、その保有する情報を市民に積極
的に提供するよう努めなければならない」とし、「主要な事業の計画及び
その進ちょく状況に関する情報の公表に努めなければならない」としてい
る。このため、本格実施では、同条例に基づき、評価結果をわかりやすく
解説したr行政評価レポート』の作成・発行を検討する必要がある12。
　⑥外部機関の設置と議会・監査委員での活用
　試行では、担当者による自己評価が中心となっているため、本格実施に
向けては、学識経験者等を含む外部評価機関『行政評価懇談会』13の設置を
検討する必要がある。
　もっとも、開催回数が限られることなどから、個々の評価結果の是非ま
で判断するのは難しい。この懇談会では、評価システム全体の運営方法の
改善策を検討するにとどめるものとする。個々の評価内容の是非について
は、評価表を議会の常任委員会や監査の資料として活用することを通じて、
議員や監査委員が判断するものとする。
（4）行政評価の活用
　①実施計画との連動
　ある市における現行の実施計画管理作業は、次のとおり。毎年6月に事
業計画総括表、年度別事業計画表、事業概要説明資料等の提出を各課に依
頼。8月上旬に企画調整課、財政課、行政政策課と担当課との間で、実施
計画ヒアリングを実施し、8月下旬の三課調整会議を経て、9月の部長査
定、市長査定へと続く。
　行政評価の実効性を高め、また、作業の重複を回避するためにも、実施
計画の策定においては、現行の事業計画表、概要説明資料等に替えて、事
務事業評価表を使用する必要がある（図表5）。
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　②予算編成との連動
　また、現行の予算編成作業は、次のとおり。毎年9月上旬に予算編成方
針が示されると、各部署は内部検討を経て、10月中に予算要求書を財務会
計システムに入力。11月に予算ヒアリングが行われ、12月下旬の部長査定、
1月下旬の市長査定、2月の議会説明へと続く。
　r予算編成方針」においては、振興計画の具現化（計上事業の優先）、
事務事業の改善（1課1事業の見直し）、行財政運営の効率化（経常的経費
の節減）、現有施設・備品等の有効活用、適切な財源確保（受益者負担の
適正化、補助制度や有利な起債の活用）が示されている。
　「予算要求資料」には、事業名、次年度及び今年度の事業費額と両者の
比較、要求額の対前年度増減の説明欄が設けられており、説明は具体的か
つ簡潔に、数値を用い記載することと注釈されている。また、予算要求に
併せて作成する「事業見直し報告書」には、見直した事業名、次年度及び
前年度の事業費額、見直した事業内容を記載することとなっている。
　行政評価の実効性を高め、また、作業の重複を回避するためにも、予算
編成においては、現行の予算要求資料、事業見直し報告書に替えて、事務
事業評価表を使用する必要がある（図表5）。
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（5）行政評価の推進について
　①全庁的な推進体制の構築
　行政評価は、計画策定の権限を持つ企画調整課か、予算編成の権限を有
する財政課が所管する場合が一般的である。本市の場合は、行政政策課が
行政評価を所管しているが、予算編成や計画策定に関する権限を有しない
ため、十分に活用されないおそれがある。そこで、行政評価の活用方法に
ついて、企画調整課及び財政課との役割分担を明確にし、各部署が責任を
持って取り組むようにしておく必要がある。
　また、行政評価の運用においては、行政政策課のみならず企画財政部、
総務部など複数の部署が関与するため、市長の強い指導力の発揮はもとよ
り、いっそうの全庁的な推進体制と責任者の明確化が必要である（図表6）。
各部署の役割分担案図表6
秘書広報課（広報広聴係） ホームページ等評価結果の公表
パブリック・コメント等市民二一ズの反映
行政政策課（政策推進評
価担当、行政改革推進担
当）
行政評価基本計画の作成（行政評価システムの設計）
施策評価・事務事業評価実施要領の作成
推進本部、検討会議、研究会等の事務局運営
自治基本条例の検討
行政改革推進への活用
各部幹事課 評価結果のとりまとめ（点検、精査）
企画調整課（調整担当） 実施計画策定への活用
施策体系図の作成
戦略計画の策定
財政課（主計員） 予算編成への活用
総務課（総務係、情報シ
ステム係）
庁内LAN等I　Tの活用（評価表のデータベース化）
情報公開制度の活用の検討
職員課（職員係） 組織編成・職員配置への活用方法の検討
事務費算出方法の精緻化（部署別業務量の算定等）
職員研修所 行政評価研修の計画、合同研修の企画
議会事務局 議会・委員会での活用方法の検討
監査委員事務局 監査資料としての活用方法の検討
コンサルタント 評価シート、記入マニュアルの改訂
研究会・事務局への指導・助言
（資料）筆者作成
一150一
自治体における事務事業評価の実践と課題
②自治基本条例の検討
行政評価システムを、今後の市政運営の中核として確実かつ継続的に実
施していくため、条例に根拠づけることが有効である。例えば、杉並区で
はいわば自治体の憲法にあたる「杉並区自治基本条例」を策定したが14、
同条例では行政評価を明文化している。そこで、今後の推進にあたっては、
『自治基本条例』の制定を検討する必要がある（図表7）。
図表7　自治基本条例項目案
前文
第1章
第2章
第3章
第4章
第5章
第6章
第7章
第8章
第9章
第10章
第11章
第12章
附則
総則（第1条・第2条）
基本理念（第3条）
市民の権利及び義務（第4条・第5条）
事業者の権利及び責務（第6条）
市の責務（第7条）
市議会（第8条一第10条）
　基本的事項、情報の公開及び提供、市議会議員の責務
執行機関（第11条一第13条）
　基本的事項、市長の責務、組織及び職員
市政運営（第14条一第24条）
　基本構想等、総合的な行政サービスの提供、行政手続、
　情報の公開及び提供、個人情報の保護、説明責任、
市民等の要望の取扱い、匿亟麺財政運営の原則、
　財政状況の公表、市税等の賦課徴収
参画及び協働（第25条一第29条）
　参画及び協働の原則、住民投票、市民等の意見提出手続、
　附属機関等への参加
国及び他の地方公共団体との協力（第30条）
条例の位置付け（第31条）
委任（第32条）
（資料）杉並区自治基本条例を参考に筆者作成
本格実施に向けた課題を検討するにあたっては、いかに安定した運営基
盤を構築するかが重要である。本格実施となると、いよいよ全庁的な取り
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組みが求められる。各部署の役割分担を明確にするとともに、制度的な根
拠も必要となってくる。また、本格実施では、それだけ作業負担も増える
ことになる。I　Tの活用と同時に、作業の重複や過度の集中が生じないよ
う、計画管理や予算編成など既存制度との調整や、計画的な職員研修など
作業日程の平準化が不可欠である。
以上、本稿では、自治体における事務事業評価について、基本設計から
実施要領の作成、評価結果の検証や検討課題の整理まで解説を加えてきた
が、全体を通じていかにきめ細やかな配慮と地道な努力が必要であるかが
ご理解いただけようか。近年の行政評価の動向を見ると、一種のブームや
ファッション、ポーズになっているように思われてならない。実りあるも
のとするためには、やはり地に足のついた取り組みが肝要ではなかろうか。
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注
1　2002年3月実施の調査で、全国672市のうち、行政評価を「導入済み」が14．6
　％、r試行中」が20．8％、r検討中」が48．6％であり、r導入の考えはない」は
　15．9％となっている。日本産業消費研究所「全国調査　自治体の民間管理手法
　（下）進化する行政評価」『日経地域情報』393号（2002年6月）。
2　市・区について事務事業レベルでの導入状況を見ると、2001年には「導入済み」
　r試行段階」が合せて37．7％であるのに対し、r検討中」が42．7％を占めていた
　が、2002年には「導入済み」「試行段階」が合せて54．2％と、r検討中」の36．3
　％を上回るようになった。三菱総合研究所「地方公共団体における行政評価へ
　の取り組みに関する実態調査2002年調査結果」（2002年11月）。
3　前掲の三菱総合研究所調査によると、2002年8月実施の調査で、回答のあった
　397市区のうち、レベル別の導入状況を見ると、事務事業レベルは「導入済み」
　が25．2％であるのに対し、施策レベルは「導入済み」が6．0％、政策レベルは
　「導入済み」が1．3％にとどまっている。
4　小山市行政評価推進本部は、2001年7月に設置。市長を本部長として四役・部
　長級職員で構成されている。行政評価推進検討会議は、企画調整課長以下、課
　長級職員で構成。行政評価システム研究会は、行政政策課長以下、係長・主任
　級職員で構成されている。事務局は行政政策課にある。
5　栃木市行政評価システム検討会議は、2002年6月に設置され、助役を本部長と
　して企画部長・総務部長・企画課長・財政課長・総務課長・人事課長で構成。
　検討部会は、企画課長を部会長として係長・主査級職員で構成されている。事
　務局は企画課にある。
6　足利市行政評価推進本部は、2002年7月に設置。市長を本部長として四役・部
　長級職員で構成されている。行政評価推進会議は、企画調整課長を会長に課長・
　総括主幹級職員で構成。庁内行政評価推進研究会は、企画調整員・政策審議員・
　主計員等で構成されている。事務局は企画調整課にある。
7　行政評価に関する文献については、本稿の参考文献のほか、児玉（2002）の参
　考文献一覧も参照のこと。また、行政評価に関する文献情報については、三菱
　総合研究所のウェブサイトr行政評価クリアリングハウス」http：〃www．
　gyousei。grjp／が参考になる。
8　地方自治体における行政評価の実施状況については、長谷部英司氏のウェブサ
　イト「行政評価を考える」http：〃villageJnfoweb．nejp”伽hg3669／hyouka／にある
　リンク集が有益である。中央省庁における政策評価の実施状況については、総
　務省のウェブサイト「政策評価の総合窓口」http：〃www。soumu．gojp〆kansatu／
　seisaku－top．htmにリンク集がある。
9　記入マニュアルの作成にあたっては、東京都北区『事務事業評価制度マニュア
　ル（平成13年度版）』、愛媛県『事務事業評価について』など、マニュアルをウェ
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　　ブ上で公表しているいくつかの自治体の例を参考にさせていただいた。
10指標例については、総務省『平成13年度地方公共団体における行政評価につい
　　ての研究会報告』（2002年）において提示されている事業別評価指標事例100か
　　ら引用している。なお、本報告書の概要については、石橋亮「行政評価指標設
　　定の課題と考え方について」『地方自治』第658号（2002年9月）57－75頁を参
　　照のこと。
11本稿の例にある、事務事業評価の試行は次の手順で行われた。まず行政評価シ
　　ステム研究会で評価シートと記入マニュアルを検討。2002年6月下旬から7月
　　中旬にかけ、部課長対象の職員研修を1回、係長以下対象の職員研修を4回、
　　講義形式で実施した。続いて8月に評価シートを配布、係ごとに作成し、9月
　　末までに幹事課が取りまとめの上、事務局に提出。対象事業は、既存事業の中
　　から実施計画や予算編成上の重点事業をはじめ、重要度の高く予算規模の大き
　　い事業を各係少なくとも1事業を選択した。対象事業の数は228事業である。
　　作成に際しては研究会メンバーが相談・照会に応じ、作成後は事務局が各担当
　　にヒアリングし、記入内容の修正を指示している。
12評価概要報告書の作成例としては、豊島区『平成13年度事務事業評価（評価レ
　　ポート）』（2001年12月）、品川区r平成13年度事務事業評価報告書』（2002年3
　　月）、中野区『平成13年度行政評価報告書』（2002年3月）、高松市『平成13年
　　度事務事業評価結果報告書（年次レポート）』（2002年3月）、などがあげられ
　　る。
13外部評価機関の活動例としては、杉並区行政評価検討委員会『杉並区行政評価
　　システムについての提言』（2002年6月）、板橋区行政評価委員会『平成14年度
　　板橋区行政委員会報告書』（2002年9月）、などがあげられる。
14杉並区自治基本条例については、
　http：〃www2。city．suginami加kyojp乃ibrary刀ibrary．asp？genre＝451501
（本学法学部専任講師）
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